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【議案上程、提案理由説明】
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（冨岡幸夫） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は26人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

〇議長（冨岡幸夫） 議事に入る前に諸般の報告を

行います。

本日市長から、今定例会に議案１件を追加提案

したい旨の申し入れがあり、先ほど開催した議会

運営委員会で、本日この後上程することが決定さ

れておりますので、ご報告申し上げます。

以上で諸般の報告を終わります。

〇議長（冨岡幸夫） 本日の会議は議事日程第３号

により議事を進めます。

◎日程第１ 議案上程、提案理由説明

〇議長（冨岡幸夫） 日程第１ 議案第21号 平成

23年度むつ市一般会計補正予算を議題といたしま

す。

市長から提案理由の説明を求めます。市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） おはようございます。ただ

いま追加上程されました議案第21号 平成23年度

むつ市一般会計補正予算について、提案理由及び

内容の概要をご説明申し上げ、ご審議の参考に供

したいと存じます。

今回提案いたします補正予算は、2,140万円の

増額補正でありまして、これにより補正後の歳入

歳出予算総額は349億532万7,000円となります。

この補正予算は、財団法人自治総合センターが

実施するコミュニティ活動の助成事業について、

東日本大震災の影響により事業採択の決定がおく

れておりましたが、今月に入り市内８団体の事業

が採択されたことに伴い、予算措置するものであ

りまして、歳出には総務費に町内会等に対する地

域のコミュニティ活動の充実を図るための助成金

を、歳入には諸収入に助成見込額を計上しており

ます。

以上をもちまして、追加上程されました議案に

ついて、その大要を申し上げましたが、細部につ

きましては、議事の進行に伴いましてご質問によ

り詳細ご説明申し上げます。

何とぞ慎重ご審議の上、原案どおり御議決賜り

ますようお願い申し上げる次第であります。

〇議長（冨岡幸夫） これで、提案理由の説明を終

わります。

ただいま上程いたしました議案第21号について

は、最終日の６月24日に質疑、討論、採決を行い

ますので、ご了承願います。

◎日程第２ 一般質問

〇議長（冨岡幸夫） 次は、日程第２ 一般質問を

行います。

質問の順序は、抽せんにより斉藤孝昭議員、大

瀧次男議員、浅利竹二郎議員、岡崎健吾議員、鎌

田ちよ子議員、工藤孝夫議員、野呂泰喜議員、半

田義秋議員、佐々木隆徳議員、中村正志議員、横

垣成年議員、澤藤一雄議員、新谷泰造議員、上路

德昭議員、目時睦男議員、新谷功議員の順となっ

ております。

本日は、斉藤孝昭議員、大瀧次男議員、浅利竹

二郎議員、岡崎健吾議員の一般質問を行います。
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◎斉藤孝昭議員

〇議長（冨岡幸夫） まず、斉藤孝昭議員の登壇を

求めます。27番斉藤孝昭議員。

（27番 斉藤孝昭議員登壇）

〇27番（斉藤孝昭） おはようございます。むつ市

。議会第208回定例会に当たり一般質問を行います

初めに、３月11日に発生した東日本大震災で被

災された皆様にお見舞いを申し上げますととも

に、犠牲となられた方々に心より哀悼の意を表し

ます。

東日本大震災では、地震や津波の規模が巨大で

、 。 、あり それに伴う被害が甚大でありました 私は

３月19日、20日と被災した友人を訪ねて宮古市か

ら大槌町へ行ってきましたが、ほとんどの建物は

倒壊し、各地でサイレンが鳴り響き、自衛隊や警

察、そして消防の皆さんは休む間もなく活動して

おりました。

震災から３カ月が過ぎ、徐々に復旧、復興に向

けた対応策が実施されているようですが、該当す

る地方自治体への国の支援が鈍いと不評である一

方で、ＮＰＯやボランティア団体がフル活動して

いる状況を見ると、政治に携わる者として歯がゆ

い思いで仕方がありません。行政の役割は、この

ようなときこそ力を発揮し、頼りにされ、住民の

目線に立った取り組みが必要と改めて実感してい

ます。

さて、今回の質問は震災を踏まえ、地域防災計

画の見直しについて、節電についての２点をお伺

いいたします。

まず、地域防災計画の見直しについてでありま

す。これまでも国内で大災害が発生するたび、国

や県、そして地方自治体により防災計画の見直し

がされてきました。改めて計画とマニュアルに関

して東日本大震災を踏まえた見直しの必要性につ

いてお伺いいたします。

今回の東日本大震災の被災地では、緊急時に住

民の安全を確保するという行政の機能が失われ、

帰宅困難という事態も大規模に生じました。地震

の揺れ以外に大規模停電、大津波が追い打ちとな

り、多数の犠牲者や行方不明者が出てしまいまし

た。さらに、地震発生時刻が平日の午後というこ

とで、学校などの課業時間帯での保護者の引き取

りなど対応策の検証と検討が必要と考えます。高

校など遠隔地から通学している生徒がいる場合、

帰宅できない事態に備えて、学校にも毛布、水、

食料の備蓄についても検証し、必要なものを追加

していくことも検討の対象になるものと考えま

す。

次に、市職員の体制確保についてであります。

非常時は縦割りから横割りに切りかえることが必

要不可欠と考えます。３月11日は平常時で、職員

も勤務していたため、素早い行政対応ができたと

思いますが、４月７日の大停電は夜中で、職員体

制の確保に苦労したはずです。夜間、休日に災害

が発生した場合など、万全でないケースも含め職

員体制は確保されているのか、あるいは確保され

ない場合の対応策はどうなるのか、行政で担えな

い場合、住民や行政での支え合いをどう確保する

のか、さらに自治体の枠を超えた協力体制はとれ

るのか、大規模災害は近隣の自治体も同時に被災

、 、することから 相互応援が実際に可能なのかなど

市では県の防災計画の見直しの動きを把握し検討

すると思いますが、地域防災計画の見直しは地域

の関係機関との連携と調整が必要となってくるこ

とでもあり、今回の震災を機に別途被害想定、計

画の策定、そして訓練の実施を行うことも考えら

れます。

以上のことから、緊急時に住民の安全を確保す

る行政機能について市長のご所見をお伺いいたし

ます。

次は、災害時要援護者やその家族に対応したき
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め細かな対策の必要性についてお伺いいたしま

す。消防庁は、平成21年度に内閣府と共同で災害

時要援護者の避難対策に関する検討会を開催し、

災害時要援護者の避難対策及び避難支援のあり方

について公表しています。これを参考に、避難す

る際や避難してからの留意事項はどうなのか、自

治体によっては要援護者名簿の策定を含め対策を

構築しているところもあるようですが、当市はど

のようになっているのでしょうか。

今回のように、行政が対応し切れない場合、地

域でも混乱が生じた場合の対策はどうなのか、日

ごろから家族での災害発生時の対応、非常時の持

ち出しの準備といった身近なところでの対応策の

啓発も考慮すべきと考えます。

情報発信については、行政として責任ある情報

の伝達が求められます。特に要援護者は避難のた

めの準備に時間がかかります。そのため、一般住

民へ避難指示を出す前に避難準備の情報伝達が必

要となります。情報化時代ですが、だれでもＩＴ

を駆使しているわけではなく、情報伝達のあり方

についても検証が必要と思いますが、市長のご所

見をお伺いいたします。

未曾有の大災害とともに東京電力福島第一原子

力発電所の事故が起きてしまいました。これを見

ると、改めて原子力災害の甚大さを痛感し、安全

対策、安全運転の重要性を再認識しています。

さて、この事故を踏まえ、九州電力玄海原子力

発電所周辺30キロ圏内の７市が原発の事故に備え

連携して避難計画の策定などに取り組むことを決

めたと聞きました。当然当地でも原子力災害時の

住民に対する避難計画が必要と考えます。

国が定める防災対策の重点地域、いわゆるＥＰ

Ｚは原発から半径10キロ圏とされ、仮に事故にな

った場合、このＥＰＺの範囲に国道279号、国道

338号、さらに建設予定の下北半島縦貫道路も通

行不能となることが想定されます。東通原子力発

、 、電所は 安全に管理されていることは事実であり

地震や津波、電源対策も公表し、住民の皆様に安

心していただくよう広報活動に努めていると聞い

ていますが、一方で原子力災害を含む想定以上の

災害や事故が発生した場合、行政はどのように対

処するのでしょうか。

前に述べた防災計画の見直しとともに、下北半

島が孤立するような大災害が発生した場合、陸路

での避難ができない状況をも想定し、海上自衛隊

大湊地方隊や関係機関と連携し、海路を使った避

難計画を策定することを提案いたします。

さらに、大平岸壁、脇野沢港、大畑フェリー埠

頭、関根浜港など市内にある港湾の整備と維持、

そして活用方法についても検討すべきと考えま

す。

以上のことから、原発の事故に備え、避難計画

を早急に策定し、住民に示すべきと思いますが、

市長のご所見をお伺いいたします。

さきの６月６日、六ヶ所村を含む下北半島７市

町村で下北半島全体の原発防災や安全対策を検討

する連絡会を設置したと聞きました。その中で市

長は、原子力政策は安全対策を第一義とし、国の

責任のもとで着実に推進していくことを求めると

しています。数十年前から国のエネルギー政策に

積極的に協力してきた当地域でありながら、避難

にかかわる道路や港湾の整備がおくれており、特

に公共交通網の整備は他の地域がどんどん整備さ

れていく一方で、青森県内でもこの地域だけがお

くれているように感じるのは私だけでしょうか。

さらに、東北新幹線が新青森駅まで開業したこ

とにより、鉄道を使っての移動はますます不便に

なりました。これまで国や県に対し、何十回要望

。 、したでしょう 要望が実現するまで何十年待って

何十回お願いすればいいのでしょうか。国のエネ

ルギー政策にここまで協力している地域なのに、

国の責任のもとで何も進まないことが、万が一事
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故があった場合どのような行動をすればよいのか

わからず不安を感じている方々がいらっしゃると

。 、 、思います このような状況で 市長が音頭をとり

下北地域の自治体が連携した原子力防災にかかわ

る連絡会を設置したことは一定の評価をします。

ところで、この連絡会は原発の防災や安全、そ

して避難対策を国へ要求していくと新聞に掲載さ

れました。これまで下北総合開発期成同盟会が要

望してきた活動内容と重複する点について、整合

性をどう図ろうとしているのでしょうか。要望と

要求のレベルの違いは何なのか、原子力発電所に

かかる関係市町村連絡会議が国へ要求するという

ことはどのようなことを意味し、連絡会設立の趣

旨を含め、市長のご所見をお伺いいたします。

質問の最後は、節電についてであります。東日

本大震災により東北地方の太平洋側にある火力発

電所等を中心に甚大な設備被害が発生したことに

加え、原子力発電所が安全確保のため停止を継続

しており、復旧には長時間を要すると報道されて

います。政府は、電力の受給バランスは今後夏に

向けて再び悪化する見込みであり、国民生活や産

業活動が疲弊することが懸念されるとして、電気

事業法第27条に基づく使用制限を発動することに

至りました。むつ市も震災以降、庁内の節電を実

施したり、防災無線での市民への呼びかけなど節

電に積極的に取り組んでいるのはご承知のことと

思います。それでもまだ東北地方の今夏の電力量

は需要に対する供給力が確保されていないと予想

し、さらなる節電の協力を呼びかけています。全

国の各自治体は、節電の必要性を行政から発信す

るとともに、自ら節電目標を決めるなど、さまざ

まな取り組みを考え、実行に移していますが、節

電の必要性と今後の取り組みについて市長のご所

見をお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わります。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 災害は、いつ、どこで起こ

るかわからないことから、ふだんからの備え、心

構えが非常に大事であることをこのたびの東日本

大震災で再認識させられました。市といたしまし

ては、災害に対する課題があったと認識している

ところであり、災害対策上必要な物資や設備等に

ついて予算の専決及び補正により対応していると

ころでございます。

また、災害への対応としては、市民の皆様のご

、 、協力が必要不可欠であり 各家庭におきましても

食料、水、懐中電灯、ラジオなどの非常時持ち出

し品につきまして、最低限の備えとして準備をお

願いしたいと思っております。

それでは、斉藤議員の地域防災計画の見直しに

ついてのご質問にお答えいたします。

まず第１点目、緊急時に住民の安全を確保する

行政の機能についてのうち、今回の東日本大震災

を踏まえた地域防災計画の見直しの必要性につい

てでありますが、市の地域防災計画は議員ご承知

のとおり、災害対策基本法に基づき防災対策に関

し必要な体制を確立するとともに、関係機関の総

合的かつ計画的な対策の整備推進を図り、住民の

生命、身体及び財産を災害から保護し、被害を軽

減して郷土の保全と住民福祉の確保を期すること

を目的として昭和40年に策定され、以降数回の修

正を行い、現在の計画は市の防災会議の審議を経

て、平成19年度に修正されたものであります。

この防災計画は、風水害等編、地震編及び原子

力編で構成されており、原子力編については平成

16年に策定されたものでありますが、今回の大震

災の検証を踏まえ、特に地震編と原子力編に関し

ては、国や県の動向を見きわめながら、大幅な見

直しが必要となってくるものと認識しておりま

す。

当市においては、漁業関係を中心に被害が発生
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したものの人的な被害はありませんでしたが、長

い間経験していなかった長時間の停電や通信手段

の途絶といった事態は市民生活への影響が大きか

ったばかりでなく、これまでの防災体制を見直す

必要に迫られた災害であったと思っております。

今後食料、飲料水、日用品を初め発電機や防災

資機材等の備蓄を順次進めてまいりますが、避難

場所の見直しや各庁舎への通信手段の多様化等、

今回の災害から得られた知見を盛り込んだ計画と

して県の計画とも整合性を図りながら見直しをし

てまいりたいと考えております。

、 、次に 市職員の体制確保についてでありますが

非常時の職員体制については、市の防災計画で大

まかなことは定めているものの、各部署の災害対

応マニュアルは不十分なものが多く、現在見直し

を行っているところでありますが、議員ご指摘の

とおり、夜間や休日の職員体制には正直に申し上

げて不安があります。

また、今回の大震災のような場合、職員そのも

のが被災することも予想され、マニュアルどおり

に行かないことが想定されます。

現在各部署において作成しているマニュアル

は、災害発生時の事務分掌に基づいて個々の職員

の事務分担を明確にすることとしておりますが、

職員が不足する場合の対応策として、各部署間の

横の連携体制についても明確にし、初動態勢の確

立に努めてまいりたいと思っております。

また、今回の災害においては、避難所における

炊き出しなど地域住民の協力が大きな力となりま

したことから、地域との連携を深めながら、現在

進めている町内会等を単位とした自主防災組織の

結成についても力を入れ、地域防災力の強化を図

ってまいりたいと考えております。

近隣自治体との協力体制については、青森県内

全市町村を対象として、大規模災害時の青森県市

町村相互応援に関する協定が締結されており、こ

れは県内を６つのブロックに分け、ブロックを単

位とした応援体制を構築しているものであります

が、大規模災害時には議員ご指摘のように、県内

全域が被災することも考えられます。このような

想定も踏まえ、近年においては北海道、東北８道

県による相互応援協定や全国都道府県における災

害時等の広域応援協定などが締結され、広域災害

に対処する体制がとられております。

今後においては、市が行う防災訓練などにも今

回の災害から得られた経験をメニューに取り入れ

るなどして、災害に強いまちづくりを目指してま

いりたいと考えておりますので、ご理解賜りたい

と存じます。

次に、ご質問の第２点目、災害時要援護者や、

その家族に対応したきめ細かな対策の必要性につ

いてお答えいたします。まず、災害時に自力また

は家族だけでは迅速な避難行動をとることが困難

とされる高齢者や、障害をお持ちの方などを適切

に避難させる支援体制といたしましては、むつ市

地域防災計画風水害等編の第８節、災害時要援護

者等安全確保対策に基づき、災害時要援護者の支

援整備や避難誘導体制の整備等を進めているとこ

ろであり、具体的には災害時要援護者支援事業と

して、平成19年に実施要綱を制定し、災害時要援

護者登録台帳の整備を実施しております。

しかし、これまでは対象者全員を把握できる方

式とは言えないことから、個人情報保護条例の改

正を行い、並行して実施要綱の見直しと災害時要

援護者避難支援全体計画を作成いたしまして、要

援護者一人一人の適切な把握と安否確認体制や災

害時における避難支援体制を平常時から支援して

いただける方々へ情報提供できるようシステムを

導入して、避難支援対策に取り組んでいるところ

です。今後は、個別の避難支援プランを本人のみ

ならず、支援者等へ情報提供することにより迅速

かつ的確な避難支援を行うとともに、隣近所や自



- 64 -

主防災組織、町内会などの地域コミュニティとの

つながりが重要となることから、地域の実情に合

った支援体制づくりに取り組んでまいりたいと存

じます。

次に、要援護者が避難所へ避難した後の生活支

援対策といたしまして、県内10市に先駆ける形で

６月１日に災害時の福祉避難所としてケア環境の

整った民間の社会福祉施設21カ所を経営する９法

。 、人１株式会社と協定を締結いたしました 今後は

平常時から避難所としての整備を行い、災害時に

おいては福祉避難所を開設して、要援護者を保護

できるよう関係機関との連携に努めてまいりたい

と存じます。

、 、次に 市民への広報活動についてでありますが

制度の周知と要援護者への登録喚起といたしまし

て、むつ市災害時要援護者支援制度の手引を今月

６月10日号むつ市政だよりとあわせて毎戸配布い

たしております。今後におきましては、市の広報

等を利用して啓発活動に努めてまいりますととも

に、要援護者の方々につきましても地域のコミュ

ニティー、そしてご家族等のご協力が最も重要で

あると考えておりますので、プライバシーに配慮

しつつ、その体制づくりを進めてまいりたいと存

じますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、第３点目、原発の事故に備え避難計画を

早急に策定し、住民へ示すべきとのご質問であり

ます。市では、東通原子力発電所の事故を想定し

た地域防災計画原子力編を平成16年に作成し、予

防対策、応急対策、復旧対策を定めております。

その中で、住民避難に関する事項もありますが、

これは現在の国の防災指針に定められた防災対策

を重点的に充実すべき地域の範囲、いわゆるＥＰ

Ｚを対象としたもので、発電所から半径10キロメ

ートル圏内の７集落を想定したものであります。

しかしながら、今回の福島第一原子力発電所事故

においては、発電所から半径20キロメートル圏内

の地域が避難区域に指定され、また予想される放

射線量等の状況により半径20キロメートルを超え

た一部の地域にも計画的避難区域及び緊急時避難

準備区域が設定されたところであります。このＥ

ＰＺの拡大については、議員お話しのように、既

に九州市長会が緊急決議を採択して、国と事業者

に要望し、また全国市長会においても原子力発電

所の事故と安全対策に関する緊急決議により、国

に対してＥＰＺの範囲拡大を含めた安全対策、電

力確保やエネルギー政策のあり方等について国の

責任において万全の措置を講じるよう要請してお

ります。

原子力事故に対する市の対応として最も重要な

ことは、住民に対する情報提供と住民の避難誘導

であると考えておりますが、特に住民避難の際の

避難道路については、国道279号及び国道338号は

規制がかかる可能性が高く、下北半島全体が孤立

する可能性があることは斉藤議員と認識を同じく

するものであります。万が一そのような事態にな

った場合、海路や空路による避難も想定した対応

も考えておく必要があり、その場合は海上自衛隊

大湊地方隊などにもご協力をいただかなければな

らないものと考えております。

今後県や近隣市町村とも協議しながら、原発事

故の際の避難計画を策定し、住民にお示ししたい

と考えておりますので、ご理解賜りたいと存じま

す。

次に、４点目の原子力発電所にかかる関係市町

村連絡会議が国へ要求するとはどのようなことを

意味するのかとのご質問であります。この連絡会

議は、去る６月６日に下北郡の５市町村に上北郡

の横浜町及び六ヶ所村を加えた７市町村長が会

、 、し 今回の福島第一原子力発電所の事故を踏まえ

下北半島で原子力災害が発生した際の避難場所や

避難道路の確保といった住民の安全対策について

連携して対応に当たることが必要であるという共
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通認識のもとに連絡会議を設置するとしたもの

で、今後原子力災害に係る具体的な事項について

協議研究していくこととしております。

また、連絡会議の協議結果を踏まえて、市町村

長で協議し、必要に応じて避難道路の整備等、住

民の安全対策について国や関係機関に要望してい

くこととしております。

なお、下北半島縦貫道路の整備等、下北総合開

発期成同盟会で要望している事項と一部重複する

ところもございますが、避難経路として海路や空

路といった新たな検討課題も予想されることか

ら、調整を図りながら進めてまいりたいと考えて

おりますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、節電の取り組みについ

てでありますが、議員ご発言のとおり、東日本大

震災による発電施設の甚大な被害により、電力の

供給能力が大きく減少し、今後電力需要が増加す

る夏に向けて受給バランスの悪化が懸念されると

ころであります。このことから、市民生活や経済

活動に大きな影響を及ぼす大規模停電や計画停電

を回避するため、官民一体となって節電対策に臨

んでいかなければならないものと認識いたしてお

ります。

市といたしましても、国の示した需要抑制の目

標に基づき、昨年の夏と比べて最大需要電力の

15％削減に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

市庁舎におきましては、これまでも執務室の一

部消灯、通路の部分消灯、昼休み中の執務室の消

灯、ＬＥＤ照明器具の導入、冷房温度の設定や冷

房機器の断続運転による消費電力の抑制、離席時

や使用していないパソコン等、ＯＡ機器の電源を

切る等さまざまな節電対策を実施しております

が、夏の電力不足に対応するため、今月中に電力

抑制に向けた行動目標を策定し、これまで以上の

節電に努めてまいります。

さらに、市所管の施設すべてにつきましても、

庁舎同様に市民サービスに影響を与えることのな

いよう留意しながら、できる限り節電に努めてま

いります。

市民の皆様に対しましては、冷房温度の設定、

不要な照明の消灯や、電力使用制限時間帯におけ

る電気機器の使用節減等といった具体的な取り組

みについて市政だよりやホームページを通じて節

電の必要性や節電方法等の周知を図り、積極的に

取り組んでいただくよう啓蒙してまいりますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 27番。

〇27番（斉藤孝昭） いろいろ市長からは答弁して

いただきました。ありがとうございました。節電

については、ぜひこれからも継続してお願いした

いということと、やはり電気が足りないというこ

とで経済活動が鈍化しないような取り組みをみん

なでやろうということを今後もお願いしたいと思

います。

防災対策についてですが、先ほど市長はいろい

ろ計画、マニュアルをつくるということをお話し

、 、されていましたが 紙ベースでつくっただけだと

実際何かがあったときうまくいかないということ

もありますので、当然やってみる、お知らせして

みる、行動してみるということが必要となると思

いますが、そもそも防災訓練、年１回やっていま

すが、合併してから各旧町村の場所で実施してい

ました。多分もう１周ぐるっと回って、そろそろ

やり方も、内容も変えなければならない時期にな

っていると思いますが、今回の災害を踏まえて、

ではどういうふうに変えたらいいのかというふう

なことを、もし考えていらっしゃいましたらぜひ

お知らせしていただきたいと思います。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 防災訓練のあり方でござい

ますけれども、この3.11を契機にさまざまな状況
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等がこの防災訓練、ことしも開催されますけれど

も、予定しておりますけれども、その部分でつけ

加えていかなければいけないと、こういうふうな

思いをいたしております。これは、現在取り組ん

でおります。

では、どういうふうなものが具体的にかという

ふうなところは、今3.11のその部分、停電、そう

いうふうなものの検証がほぼ済んでおりますの

で、これらをよくまた検証して、どういうふうな

対策をとっていくべきかというふうな部分で今詰

めているところでございます。

具体的に申しますと、他の機関との協力体制、

そういうふうなものも、よりお願いをしていかな

ければいけないものではないかと、このように思

っております。他の機関と申しますと、つまり海

上自衛隊大湊地方隊、そういうふうな形の中でこ

れらは今後具体的に詰めていきたいと、このよう

に思います。

また大平岸壁、そこにこれからさまざまな部分

で、今輸送艦「しもきた」が７月にこちらのほう

に来るというふうな予定が組まれているようでご

ざいます。その中で、今回の大震災の中で活動し

たさまざまな部分でのご支援ができるかどうかと

いうふうな部分、これらもあわせて今関係機関と

これからも協議を進めていきたいと、このように

思っております。

〇議長（冨岡幸夫） 27番。

〇27番（斉藤孝昭） 今市長から海上自衛隊大湊地

方隊というふうな話がありましたが、今回の災害

でも海上自衛隊大湊地方隊の船が、岩手、宮城、

福島沖に停泊しまして、海というよりも港湾を使

った支援ということもやっていたというふうなこ

とを聞いておりました。やはり三陸沿岸も交通の

便がそんなにいいところではなくて、陸路から援

助を行うという以外に、海を使ってということも

有効だと聞いておりましたので、ぜひそこのとこ

ろも今後の取り組みに入れていただきたいという

ことと、先ほども壇上で申し上げましたが、やは

り船が入るための港湾がなければ、幾ら船があっ

たって使えないということもありまして、先ほど

の原子力発電所にかかる関係市町村連絡会議の話

は市長の言っているとおりだと思うのですが、私

が壇上で申し上げましたむつ市内にある港のほか

に、東通村には三菱マテリアルの大型船がとまれ

る港も持っていますし、当然大間町のフェリー埠

頭というところも使うような段取りも必要になっ

てくると思います。

そこで、港湾に向かうための今度は道路がない

と、道路が狭いと時間がかかるというふうなこと

が考えられますが、今後原子力発電所にかかる関

係市町村連絡会議でいろんなやりとりがあると思

いますが、その港湾に向かうための道路整備、避

難道路も含めて港湾にどうやって迅速に物、人を

運ぶことができるのか、またはそれを使って住民

の住んでいるまちに物を運ぶことができるのかと

いうふうなやりとりも必要だと考えますが、何し

ろお金が必要になると思います。今までの状況で

いくと、国の責任、県の責任といいましても、な

かなかお金を、予算をつけてくれないし、自前で

何かをしないと自前で効率化をして、浮いたお金

で何かをしないとというふうなことが果たして現

実なのかということもぜひ市長からは強くこの連

絡会議の中で言ってもらいたいと。

さらには、国、県にもっといろんな話を、ここ

の地域が本当にあるべき姿はどういうことなのか

というふうなこともぜひ話ししてもらいたいとい

うふうに思っておりますが、私長々今言いました

けれども、聞いてどういうふうに思ったのか、ち

ょっとだけお知らせください。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先般上京いたしまして、１

週間ぐらい前だったでしょうか、国土交通省の道
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路防災課長、正式な職名はちょっとうっかり忘れ

ましたけれども、道路の防災のほうの国道の関係

の課長さんとお会いをいたしました。まさに向こ

うのほうもこの道路の状況を十分理解して、これ

はもう選択をしているわけですので、集中的に、

これは投入していかなければいけないだろうとい

うふうなアドバイスもいただきました。これは、

議会ともども、また県選出国会議員、さまざまな

ルートを、そしてまた各首長さん方のさまざまな

ラインを総力を結集して取り組んでいかなければ

いけないだろうと、こういうふうな思いをいたし

。 、 、ております それは 下北半島縦貫道路早期完成

そして国道338号宇曽利工区のバイパスの早期完

成、そしてまた県道薬研佐井線、そういうふうな

ところ、道路一本に頼らない、これは災害情報の

伝達と同じようにさまざまな形でのアクセスのチ

ャンネルをふやしていくというふうな対応、これ

を積極的に取り組まなければいけないものだと、

このように思っているところです。

先般与党民主党の岡田幹事長さんが大間町を訪

れました。その際私も強く、コンクリートから人

というふうなことではなく、我々は今こういうふ

うな状況であるのだから、しっかりとコンクリー

トを重要視し、道路についての確保をお願いした

いというふうなお話をさせていただきました。そ

の際、その認識は十分持っているというふうな私

自身の感触をいただきました。そういうことで、

与野党を問わず全面的にこの部分においては原子

力施設の立地の半島であると。逃げる場所という

ふうなこと、今までなかなか想定し得なかった、

またそういうふうなところを回避していた部分が

あったかもわかりません。しかし、福島第一原子

力発電所のあの大災害、これをしっかりと我々が

どういうふうな形で受けとめて、そしてその対応

を進めていくのかというふうなその対応の研究、

これをしていかなければいけないというふうなの

が原子力発電所にかかる関係市町村連絡会議、そ

ういうふうなものでございます。

この部分において、けさほど報道されましたよ

うに、昨日１回目の事務担当者会議、これが開催

され、それぞれの市町村が検討しなければいけな

いというふうな意見を集約し、これから研究を深

め、そして対応方を考えていくというふうな段取

りで進んでいるところであります。

〇議長（冨岡幸夫） 27番。

〇27番（斉藤孝昭） 市長のおっしゃるとおりだと

思います。しかし、計画とか思いは十分わかるの

ですが、やはりスピードが大事で、何年もかかっ

たり、なかなか進まないというふうなことになり

ますと、今までとそんなに変わらないのです。や

はりやるからにはスピーディーにもうとにかく物

事を進めていくというふうなことが必要だと思い

ます。

そこで、そのためにということでありますが、

私は下北半島を原子力特区というふうな指定をし

てもいいのではないかというふうに思っています

、 、が そこのところはどういうふうにお考えなのか

まずお知らせください。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 原子力特区というふうな今

斉藤議員からご提案、その内容についてもう少し

お話をお聞きしたいなと思いますけれども、例え

ばそういうふうな形の中で原子力特区をつくると

いうふうなことによって、さまざまな防災、そし

てその対応がスピーディーになるというふうな手

法があるならば、それは研究に値するものと、取

り組みに値するものだと、このように思います。

〇議長（冨岡幸夫） 27番。

〇27番（斉藤孝昭） これまでも、さっきも壇上で

言いましたが、国・県に要望をいろんなことをし

てもなかなかやってもらえないと、なかなか進ま

ないということを考えると、やはり特区申請をし
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て、いろんな枠を外していただいて、国直轄で物

事を進めるというふうなことが必要なのではない

かと。内容または手法については、それは勉強し

ないとだめだと思いますが、今までの考え方で進

むと、なかなか時間がかかって前に進まないと。

さらには、財政的にも厳しい中でやりたいことが

やれないというふうな現状を考えると、どう考え

ても地方自治体の財政では無理だし、考え方でも

なかなか進まないということを考慮すると、やは

り国に対して特区申請でいろんな枠を外して、い

ろんなことをさせてほしいというふうなことにな

ることもやはり一つの考えだろうというふうに思

っておりますので、名前は原子力特区でいいのか

どうかはわかりませんが、そういう考えでどうで

しょうかというふうな話をさせていただきまし

た。

それに近いのですが、これは夢みたいな話にな

りますが、沖縄・北海道開発庁長官というふうな

肩書きの方が国にいらっしゃいました。沖縄と北

海道をなぜ開発するために長官、そういう組織を

つくったかという経緯も含めて、いや、下北半島

も沖縄と北海道と同じような扱いで下北開発庁長

官という方がいらっしゃってもいいのではないか

というふうに、最近、震災後ですけれども、いろ

んなことを考えると、やはり日本の国策であるエ

ネルギーに対する協力または今後の日本の持つエ

ネルギーのあり方を考えると、六ヶ所村、大間町

のフルモックスの発電所、むつ市の中間貯蔵施設

となると田舎だとだめなのです。やはりむつ市、

下北に行ったらすごいというふうなぐらい思って

もらうような施策を展開していただいて、当然む

つ市に住んでよかったというふうに思ってもらう

ことが私どもの望みでありますので、それをする

ためにはやはり国の大きい力が必要だというの

を、ここ議員にさせてもらってから８年目になり

ますが、つくづく痛感しています。

これもまた壇上で言いましたが、幾ら要望して

も、幾らお願いしても、ほとんどわかった、わか

ったということで、それで終わりです。というこ

とを考えれば、やはりもう国の責任でいろいろや

ってほしいという願いを込めて、下らない話かも

わかりませんが、思っていることを言わせていた

だきました。

下北開発庁長官が市長になるのか、議長になる

のかはわかりませんが、そういう役職があって、

本当にここの地域に力を入れているのだというよ

うな行動を国に示してほしいというのが私の願い

であります。今の話を聞いて、もし市長に感想が

あるのであれば、ぜひお聞かせ願いたいと思いま

す。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 久しぶりに下北開発という

ようなフレーズをお聞きいたしました。私も幼い

ころ、そしてまた学生時代に戻ってくると下北開

発というふうな、そのフレーズが新聞紙上をにぎ

わしていたというふうなことを今ふと思い出しま

した。たしかあれは昭和40年代後半だったと思い

ますけれども、そのころから県自体も、そして国

自体も砂鉄の問題、そしてまたビートの問題、さ

まざまそういうふうな形で国策を進めるというふ

うな形の中で下北開発というふうな言葉が新聞紙

上をにぎわしていたというふうな今記憶がよみが

えりました。

その部分で、この地域を本当にどういうふうな

形で発展させていくのかというふうな思いが国、

そしてまた経済界、そういうふうな形の中で動い

。 、 、てきたと そして 六ヶ所を中心として縦貫道路

とにかく縦貫道路をつくらなければいけない、そ

ういうふうなのが下北開発のその大きな夢だった

と、こういうふうに私は思い出せば、そう思って

いるところであります。つまりその時代から、下

北半島縦貫道路というふうなのがまだまだ完成し
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ていないというふうなところ、こういうふうなと

ころは、私も政治に入ってから、平成７年ですか

ら、16年になりますけれども、非常に今斉藤議員

が感じているものと同じような無力感と申します

か、そういうふうなところは感じております。し

かしながら、今こそ政治力を結集して、そしてそ

の住民が力を合わせて声を大きくしていく、そう

いうふうな場面が来たのではないかと。基礎的自

治体の長としては、住民の皆さん方の命と財産を

守るのが今回の福島を見ますと、本当に基礎的自

治体の長がどれほど責任を持って取り組んでいる

のか、そしてそれに対応していかなければいけな

いかと、そういうふうな責任の重さ、非常に重く

感じました。その意味からして、政治力を結集し

て、こういうふうな場面に立ち向かっていかなけ

ればいけないと。まさしく古い言葉でありますけ

れども、下北開発と、こういうふうなところの原

点に戻って下北半島住民、上北をひっくるめまし

た住民の皆さんと力を合わせて取り組んでいく必

要があろうと。道路、そしてまた防災、災害に強

い地域というふうな取り組み方が必要なのではな

いかというふうな斉藤議員のご意見を伺い、感じ

たところであります。

〇議長（冨岡幸夫） 27番。

〇27番（斉藤孝昭） もう終わると言いながら、も

う一言だけ。

防災をきっかけに下北開発みたいな話に発展し

てしまいましたが、やはり市長が言うとおり、防

災対策が完璧にできていて、街並みも整備されて

いて、何かあったときは対応をすぐできるという

ふうな準備ができていて、医療も福祉も充実して

いてというのが当然政治に携わる者の目標または

目的であります。今の現状だと、他の地域の被災

状況を見てというふうな感想でありましたが、や

はり二度とこういうことは起きてはならないと、

起きたとしても最小限に食いとめてほしいという

ことが現場を見た者の感想であります。ぜひそう

いうふうにならないように、なった場合はいろん

な手当てができるように今から準備してほしいと

いうことの願いを込めて一般質問を終わります。

ありがとうございました。

〇議長（冨岡幸夫） これで、斉藤孝昭議員の質問

を終わります。

ここで午前11時まで暫時休憩いたします。

午前１０時５０分 休憩

午前１１時００分 再開

〇議長（冨岡幸夫） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎大瀧次男議員

〇議長（冨岡幸夫） 次は、大瀧次男議員の登壇を

求めます。16番大瀧次男議員。

（16番 大瀧次男議員登壇）

〇16番（大瀧次男） おはようございます。自民ク

ラブ所属の大瀧次男でございます。むつ市議会第

208回定例会に当たり一般質問をさせていただき

ます。

初めに、去る３月11日発生した東日本大震災で

は、死者と行方不明者合わせて２万3,000人を超

える多くの犠牲者が出ました。そして、家屋の損

壊、船舶の喪失、道路、鉄道の崩壊、地盤沈下な

ど、未曾有の被害に加え、人災と言われる福島第

一原子力発電所の事故が重なり、３カ月を経過し

た今なお収束の見通しが立たない状況が続いてお

ります。被害に遭われました皆様には、心からお

悔やみとお見舞いを申し上げる次第であります。

また、多くの義援金を寄せられた方々、被災者

を受け入れられた全国の皆様、各自治体からの職

員の派遣による支援など、多くの善意が寄せられ

たことに感銘を受け、日本のよさを再発見した思
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いを強くいたしているところであります。

改めて復興対応のおくれから政治不信が高まっ

ている中、議会人としてどのようなことができる

、 、のか 日ごろの活動はどうあるべきかを考えると

二元代表制のもとに、市長同様市民の直接投票で

選ばれた立場にあることの自覚を深め、市民の目

線に立って、議会の場で是は是、非は非として積

極的な姿勢で臨むのが責務であろうとの思いを新

たにしているところであります。

それでは、質問に入らせていただきます。通告

順に質問をいたしますので、市長並びに理事者に

おかれましては、簡潔明快、前向きなご答弁をお

願いをいたします。

初めに、防災対策についてお伺いいたします。

今回の被害では、すべてが想定外と言われ、マニ

ュアルに従い避難した避難所が被災したり、津波

を防ぐための防潮堤がほとんど機能しなかった

り、多数の消防団員や自治体職員が犠牲になり、

従来の防災計画が効果を奏しない結果となってお

ります。全国的に見ても、規模は今回の大震災と

は違うものの、季節外れの集中豪雨、突風、大地

震の発生は例年起きていて、いつ何どき災害が発

生してもおかしくない気象現象が続いておりま

す。

そこでお伺いをいたします。１点目、むつ市の

防災計画にある避難場所について、現在指定され

ている避難場所の設定を災害種別に合うよう見直

しをする考えはないか。

２点目、田名部川や大畑川、川内川にかかる橋

りょうの強度は、大地震や洪水に十分耐えること

ができるか、改めて調査する必要がないか。

３点目、現在の想定を拡大し、防災計画の見直

し、ハザードマップを見直す必要があると考えま

すがいかがでしょうか、市長のご所見をお伺いい

たします。

次に、住民サービスと中心市街地活性化につい

てお伺いをいたします。12月定例会でも質問させ

ていただきましたが、高齢化が進む今は自由に移

動し、楽しみを謳歌したマイカー時代のひずみか

ら、公共交通機関の衰退を招き、かつての商店街

は郊外型大型店の進出などによりシャッター街と

化し、中心街の空洞化が進み、高齢者を主とした

買い物難民が生まれました。住みよかったまちが

住みにくくなってきている現象が全国の各地方の

共通する悩みになっております。我がむつ市にお

いても市庁舎の移転により市民へのサービス窓口

が近川、関根方面に暮らす、特に車を利用できな

い高齢者にとっては、時間をかけて２つの交通機

関を使い分けなければ住民窓口にたどり着けない

遠いものとなっております。中心商店街の一角を

占める田名部駅通り商店街振興組合では、活性化

のために国とむつ市から助成を受け、平成23年度

から平成28年度までの５カ年計画で空き店舗を利

用した地域商店街活性化事業を展開、商店街の誘

客をふやすべく取り組みをいたそうとしておりま

す。また、今年度から中心市街地エリアをマネジ

メントする組織、人材を育成する事業も開始する

と聞いております。

しかし、ますます進む人口減少、少子高齢化社

会を考えれば、将来展望としては厳しいものがあ

ります。人を集めるには、公共施設の張りつけと

周辺の居住人口をふやすのが一番効果的であるこ

とはまちづくりの常識とされております。

そこでお伺いをいたします。１点目は、市民窓

口サービスの拡充と中心市街地の実のある活性化

につなげるために田名部駅通りを対象地に窓口で

の諸証明の発行、市税、保育料などの納付ができ

る市の連絡所を開設し、地域商店街活性化事業の

効果を引き出すべきと考えますがいかがでしょう

か。

２点目は、12月定例会でも質問させていただき

ましたが、中心市街地の空き地対策についてです
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が、商店街や町内会だけでは資金力にも限界がご

ざいます。そこで、市ではそのような空き地を定

期借地として借り上げ、現在郊外にある市営住宅

を高層建築として建て替えるとか、十和田市の官

庁街にあるような美術作品を空き地に展示して人

の流れを取り戻すなどの方法が考えられないか。

以上、２点について市長のご所見をお尋ねいた

します。

次に、海上自衛隊大湊地方総監部の施設につい

。 、てお尋ねをいたします 言うまでもなく当地域は

海上自衛隊や航空自衛隊の駐屯地として、経済面

ではもちろんのこと、歴史、文化の面でも地域の

貢献度は大きなものがあります。このたびむつ市

では、市が主導して北の防人大湊づくりプロジェ

クトチームをつくり、アーチ式ダムや石づくりの

建造物、水源池公園と自衛艦係留地などを含めた

一帯を憩いの観光ゾーンとする都市再生整備事業

に着手しておりますが、私個人としても下北の観

光は恵まれた自然だけではなく、関根浜にある日

本国内で唯一の船舶用原子炉が展示されているむ

つ科学技術館や横須賀以北北海道も含め１カ所し

かない貴重な歴史的資源を持つ大湊地方総監部も

観光資源として生かすべきと考えておりましたの

で、今回の北の防人大湊づくりについては高く評

価し、中途半端に終わらないように期待をしてお

ります。

そこで気になるのは、艦艇係留地であります。

平成13年から艦艇の入港、接岸の機能向上のため

の浚渫工事を進めていますが、当初浚渫による大

量の土砂の処理にわざわざ青森港の埋立地まで運

んでいたと聞いております。最近ですと、自衛隊

の管理地に盛り上げている状況が国道からも見ら

れますが、大がかりな浚渫工事が必要なことや、

たまたま寄港する南極観測船や潜水艦などの大型

艦船が接岸できず、沖合に停泊せざるを得ない現

状は舞鶴や横須賀、呉、佐世保などの施設に比べ

見劣りする施設となっていて、北の防人にふさわ

しい基地としての機能を高めるための整備拡充が

必要であることは多くの人が望んでいるところで

あります。

、 。そこで 次の３点についてお伺いをいたします

１点目は、今行われている大湊港の浚渫はいつ

まで継続するのか。作業終了時、大型艦船の接岸

が可能になるのか。

２点目、浚渫土砂の処理は問題なく行われてい

るのか。

３点目、浚渫作業に市がこれまで協力してきた

具体策はどんなものがあるか。

以上の３点についてお聞きしますが、自衛隊内

部のことですので、お答えしがたい部分があろう

、 、と思いますので 支障のない範囲で結構ですので

ご答弁をいただきたいと思います。

次に、国道279号の名古平から海洋地球研究船

「 」 。みらい の母港を結ぶ道路についてであります

今むつ市では、東日本大震災での福島第一原子力

発電所の影響を受け、使用済燃料中間貯蔵施設の

本体工事が中断されておりますが、原子力発電へ

の依存の是非が問われる中にあっても、この施設

は必ず必要であり、近い将来速やかに工事が再開

されることを期待しているところであります。

そこでお伺いしたいのは、国道279号と海洋地

球研究船「みらい」の母港をつなぐ道路について

でありますが、原子力船「むつ」の母港建設時に

専用道路として当時の日本原子力船研究開発事業

団が用地を買収、一部を借り上げて整備したと伺

っておりますが、むつ科学技術館への来館者や関

根浜、水川目、美付集落住民の生活道路として現

在は広範囲に利用されている現状にあります。さ

らに、中間貯蔵施設建設により利用度は高まる一

方であり、地域の主要道路であることはだれの目

から見ても明らかな状況にあります。ところが、

この道路に沿った土地所有者が自己所有者に住宅
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や倉庫、工場などを建設する計画を立てても、道

路は立派でも道路認定外のものであり、建築確認

申請が通らないとの話を聞きます。これからは、

ある意味で発展が期待される地域であるにもかか

わらず、将来的にこのままでいいのかという疑問

を持たざるを得ません。

そこでお伺いいたします。１点目として、当該

道路の所有、権利関係はどうなっているのか。

２点目として、市が所有権を取得、あるいは提

供を受けるなどして市道として認定し、利便性を

充実する計画はないか。

以上、市長のご所見をお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わります。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 大瀧議員のご質問にお答え

いたします。

防災対策についての第１点目、むつ市の防災計

画に登載されている避難場所について、現在指定

されている避難場所の設定を災害種別に合うよう

見直しをする考えはないかについてであります

が、むつ市地域防災計画の地震編及び風水害等編

においては、学校、保育所等について地震及び火

災と津波の２種類の災害に区別し設定していると

ころであります。今回の大震災を踏まえ、基本的

に問題等のある避難場所については見直しするこ

ととしております。

ご指摘の柳町ひまわり保育園、横迎町保育所、

新町保育所及び緑町保育所の各施設は昭和40年代

に建築された施設であり、耐震調査を実施してお

りませんし、緑町保育所を除く３カ所の保育園及

び保育所は出入り口が狭いということも承知して

いるところであります。しかしながら、市街地に

おいては避難場所となる施設が不足している状況

にありますことから、避難場所の指定から外すこ

とについては今後の検討課題として承り、慎重に

対処してまいりたいと考えておりますので、ご理

解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の第２点目、田名部川や大畑川、

川内川にかかる橋りょうの強度は大地震や洪水に

十分耐えられるか、改めて調査する必要がないか

についてのご質問にお答えいたします。

まず、地震に対する橋の技術指針となる道路橋

示方書によると、昭和55年以前の示方書で設計し

た橋は耐震について考慮されておらず、昭和56年

以降の示方書で初めて耐震の項目が検討されてお

ります。現在むつ市管内で主要幹線国県道にかか

る橋りょうは、田名部川には７橋、新田名部川に

は４橋、大畑川には５橋、川内川には１橋、脇野

沢川には４橋あります。下北地域県民局地域整備

部に確認しましたところ、全21橋のうち20橋につ

いては耐震補強工事を終えているとのことです。

残る１つは、県道むつ尻屋崎線の上川町地区から

赤坂地区間にかかる赤坂橋で未対象となっている

ものの、平成30年ごろを目標に、補強ではなくか

けかえで対処したいとのことであり、議員ご指摘

の主要幹線道路にかかる橋りょうの耐震対策につ

、 。きましては ほぼ対応するものと考えております

次に、洪水についてですが、橋は洪水のときな

ど、上流から漂流物等が直接衝突するなどの衝撃

は考慮されていませんが、河川の堤防の高さは計

画流量を安全に流下させることができる流下断面

の最高水位で決められており、洪水があれば、そ

の水位も河川改修の計画に反映されるものとなっ

ておりますことから、河川改修を終えている田名

部川、大畑川、川内川については基準に即した構

造となっておりますので、ご理解賜りたいと存じ

ます。

次に、第３点目の現在の想定を拡大し、防災計

画やハザードマップを見直す必要があると考える

がどうかとのご質問にお答えいたします。まず、

地域防災計画の見直しについてでありますが、先
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ほどの斉藤議員への答弁と重複する部分もありま

すが、ご了承願いたいと存じます。

市の地域防災計画は、議員ご承知のとおり、昭

和40年に策定され、以降数回の修正を行い、現在

の計画は市の防災会議の審議を踏まえ、平成19年

。 、度に修正されたものであります この防災計画は

風水害等編、地震編及び原子力編で構成されてお

り、原子力編については平成16年に策定されたも

のでありますが、今回の大震災の検証を踏まえ、

特に地震編と原子力編に関しては国や県の動向を

見きわめながら大幅な見直しが必要となってくる

ものと認識しております。

長い間経験していなかった長時間の停電や通信

手段の途絶といった事態は市民生活への影響が大

きかったばかりでなく、これまでの防災体制を見

直す必要に迫られた災害であったと思っておりま

す。今後食料、水、日用品を初め発電機や防災資

機材等の備蓄を順次進めてまいりますが、避難場

所の見直しや通信手段の多様化等、今回の災害か

ら得られた知見を盛り込んだ計画として県の計画

とも整合性を図りながら見直しをしてまいりたい

と考えております。

次に、昨年２月に発行した防災ハザードマップ

は、明治29年の明治三陸地震及び昭和８年の昭和

三陸地震の津波のデータをもとにして青森県がつ

くった津波浸水想定をそのベースとしておりま

す。今回の東日本大震災は、これを上回る国内観

測史上最大の地震でありましたことから、浸水高

がこれまでに比べ大きくなることが予測されます

が、マグニチュードの大きさなどから類推して、

浸水区域等を想定することは不可能と思われま

す。今後基礎となった県の資料の見直しなどを踏

まえたうえで、ハザードマップの見直しについて

も対応してまいりますので、ご理解賜りたいと存

じます。

次に、第２点目、住民サービスと中心市街地活

。 、性化についてのご質問にお答えいたします まず

市民窓口サービスの拡充と中心市街地の実のある

活性化につなげるために田名部駅通りを対象地に

窓口での証明書の発行、市税、保育料などの納付

ができる市の連絡所を開設する考えはないかとの

ご質問についてであります。高齢化社会の進展に

伴い、自家用車を運転できない方や徒歩での広範

囲の移動が困難な方など、いわゆる移動困難者は

今後ふえることが予想されますし、公共交通機関

の整備が十分とは言えない当市の現状を踏まえる

と、移動困難者に対する公共サービスをどのよう

に提供していくかということは大きな課題の一つ

であると認識しております。

市においては、設置場所等の一部変遷はあった

ものの、平成16年３月まで旧田名部駅に田名部連

絡所、大湊駅に大湊連絡所、老人憩の家福寿荘に

、 、 、川守町分室を置き 苦情 要望の受け付けを初め

住民票の写し等の交付や税収納などの行政サービ

スに努めてまいりましたが、金融機関の口座振替

への移行の推進や利用者の減少という背景を踏ま

え、平成14年度策定の第３次行政改革大綱の基本

方針に基づき、組織のスリム化、経費の削減、効

率的な事務事業の推進を図るという観点から、こ

、 。の３つの連絡所 分室を廃止した経緯があります

高齢化社会が加速して進んでいるという現況

は、連絡所等を廃止した当時の社会環境とは異な

る状況にあると認識しており、住民の利便性向上

という観点から、市役所及び分庁舎窓口以外での

住民票等の交付や税の収納などについて、その可

能性を探るべく関係課に対し検討を指示している

ところであります。

住民票等の交付については、さきのむつ市議会

第206回定例会における大瀧議員の一般質問にお

いてもお答えしておりますが、平成24年１月には

住民情報基幹システムの更新を、また平成25年２

月ごろには戸籍総合システムの更新を予定してい
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るところであり、その折々に証明書自動交付機の

導入に係る検討も継続していくこととしておりま

すし、自治体によっては一定の対象条件を設けた

うえで、移動困難者に対して市職員が宅配すると

いうサービスを行っているところもありますの

で、住民票等の交付に係る利便性について、さら

に研究してまいりたいと考えております。

また、税等の収納については、平成24年度から

市税及び後期高齢者医療保険料や保育料を郵便局

でお支払いいただけるように、さらに軽自動車税

については、コンビニでもお支払いいただけるよ

うにする手続を進めているところでございます。

議員ご提案の基底にあるまちの実のある活性化

を創出するという命題につきましては、さらにさ

まざまな切り口から取り組みを進めていく必要が

あるものと考えておりますが、行政のスリム化、

効率化を進めなければならないという点は、連絡

所等廃止当時も今も変わりはないわけであります

ので、住民の利便性向上については高齢化社会進

展の実態を踏まえつつ、効果的な方途を探ってい

くべく費用対効果、サービスの公平性などを十分

勘案しながら、総合的に検討してまいりたいと考

、 。えておりますので ご理解を賜りたいと存じます

次に、住民サービスと中心市街地活性化につい

ての第２点目、中心市街地の空き地を定期借地で

借り上げ、民間企業とタイアップして活用するな

どの考えはないかのご質問にお答えいたします。

市では、平成22年２月に策定した第５次行政改革

大綱の２つの重点項目として「まちづくり理念の

検討 「行政運営体制の検討」をテーマとし、」、

市民が主役となってまちづくりを行う体制の構築

と、職員の資質向上を目指し、市民協働参画を推

進しております。

この市民協働参画に連動いたしまして、今年度

から中心市街地地区エリアマネジメント支援事業

。 、が開始されることになっております この事業は

田名部の中心市街地において持続可能なまちづく

りを推進するためのまちづくり会社や、まちづく

り団体となるエリアマネジメント組織の立ち上げ

を目指し、さらにまちづくりに係る具体的な手法

の検討を行うものであります。その手法といたし

ましては、町なか居住の推進やにぎわいの創出、

都市環境の改善など、エリアマネジメント組織と

市との官民連携による市民協働が重要な要素にな

ってくるものと思われます。

議員ご発言の方法も、また中心市街地における

まちづくりの手法でもあり、今後のエリアマネジ

メント支援事業における検討の中から出てくる考

え方の一つであろうと考えるものであります。

また、この地域を対象とした取り組みといたし

ましては、本年度から田名部駅通り商店街振興組

合による商店街活性化事業が実施されており、こ

の事業も地域活性化の一助となるものと考えてお

りますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、海上自衛隊大湊地方総監部の施設につい

。 、てのご質問にお答えいたします ご質問の１点目

芦崎湾の浚渫作業についてでありますが、東北防

衛局によりますと、浚渫作業は去る３月８日に完

了したとのことであり、今回の浚渫作業により海

上自衛隊の主力となっております護衛艦等の艦艇

の入港接岸が可能になると伺っております。

ご質問の２点目、浚渫土砂の処理についてであ

りますが、浚渫作業に伴い発生した土砂は、市政

だより本年１月20日号及び５月10日号 「ダンプ、

トラック通行にご協力ください」の中でお知らせ

いたしておりましたように、一時仮置き場となっ

ておりました総監部構内のドック付近から芦崎に

構築されました陸上処分地への運搬作業も今月初

旬までに完了し、現在のところ問題なく処理され

たと伺っております。

ご質問の３点目、浚渫作業に市が協力してきた

具体策はどのようなものがあったかとのことであ
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りますが、直接工事に係るものはありませんが、

先ほど触れましたダンプトラック通行に係るお知

らせのように、市民生活に直接関連する情報の周

知について協力しておりますので、ご理解を賜り

ますようお願いいたします。

次に、国道279号の名古平から海洋地球研究船

「みらい」の母港に至る道路についてのご質問で

ありますが、議員ご承知のとおり、この道路は我

が国初の原子力船「むつ」の母港であった関根浜

港への進入道路として、当時の日本原子力船研究

開発事業団が建設したものであります。現在は、

独立行政法人日本原子力研究開発機構の所有管理

となっておりますが、一部を民間より借用して使

用していると伺っておりますので、ご理解を賜り

ますようお願いいたします。

次に、市が所有権を取得あるいは提供を受ける

などし、市道として認定管理、利便性を充実する

計画はないかとのご質問にお答えいたします。あ

くまでもこの道路は、旧原子力船「むつ」の母港

である関根浜港への進入道路として整備されたも

ので、沿線に建物等が建築されたり接続して開発

することを想定した道路構造ではないことから、

排水施設も道路部分の受け皿のみのものと認識し

ております。

建物を建築する場合の接道義務の道路として認

められていないことから、この道路沿線に住宅な

ど建築物を建てることができないのが現状であり

ます。市道として認定し管理する場合、新たに排

水路の改修をした後、全路線の寄附が必要となり

ます。道路敷地のほとんどが独立行政法人日本原

子力研究開発機構が所有者となっておりますが、

一部に同機構以外の所有者もあるとのことから、

難しいものと考えております。したがいまして、

現時点において市道として認定する状況には至っ

ていないものと認識しておりますので、ご理解賜

りたいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 16番。

〇16番（大瀧次男） 前向きかどうかちょっとわか

らない答弁でございましたけれども、最初に防災

計画についてちょっとお尋ねをいたします。

今回の大震災の津波では、やはりいち早く高い

場所に避難した人、そして中心部の人たちは鉄筋

鉄骨の高層ビルに避難した方が助かったと、この

。 、ように言われております むつ地区ですけれども

、 、避難指定場所が39カ所ですか ありますけれども

市街地の中にある鉄筋鉄骨、少し高層の建物とい

うのが観光物産館と来さまい館の２カ所だけでご

ざいますけれども、これを災害、津波とか大洪水

とか、そういう場合に限り、例えば民間のホテル

とか金融関係、百貨店、そういう建物を防災ビル

として指定するのも一つの考えではないでしょう

か。そういう件でちょっとお尋ねをしたいと思い

ますので、お願いをいたします。

〇議長（冨岡幸夫） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 大瀧議員のご質問に

お答えいたします。

ただいま民間のホテルとか百貨店等につきまし

て、防災ビルというようなことで指定してはどう

かというようなことでございますけれども、これ

につきましては、ほかの地域ではそういうことを

やっているところがあるというようなことも聞い

ておりますけれども、その辺研究させていただき

たいと思っております。よろしくお願いいたしま

す。

〇議長（冨岡幸夫） 16番。

〇16番（大瀧次男） 市街地に来る方は、ほかから

来て買い物するとか、その土地にふなれな人が来

ますので、高台に逃げるとか、そういう避難をす

る場合に、やはりどうしても近くの大きいビルと

か建物のほうに避難するという形になりますの

で、これはぜひそういう形で進めていただければ

と、このように思います。
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次、先ほど市長から４つの保育所のお話があり

ましたけれども、特に新町保育所と横迎町保育所

の場合ですけれども、非常に通路が狭い。ふだん

のときでも出入りに非常に混雑する場面がありま

す。

もう一つ、横迎町保育所の場合は、そのすぐ前

。 、にガスの集積所があります 新町保育所の場合は

ガソリンスタンドが前にありますので、万が一そ

ういう二次的災害を起こす可能性もないわけでは

ないと思いますので、そういう大きい大震災の場

合などから見れば、どうしてもその２つの保育所

だけは避難場所から指定を解除していただければ

というふうに思っております。

次に、もう一つ、これは要望でございますけれ

ども、今回の災害で２日間停電になりました。そ

して、道路が、信号が全部消えたわけですけれど

も、むつ市の場合は緊急の避難、その他がなかっ

たわけですが、緊急の場合、どうしても幹線道路

だけでもやはり発電機なんかたいて信号を点灯さ

せていただきたいと。これは、警察のほうでしょ

うけれども、ひとつ要望していただければと、こ

のように思っております。

次に、中心市街地活性化の問題ですけれども、

先ほど市長のほうから、一応検討すると、連絡所

についてはいろいろな形で住民サービスの検討を

していくというご答弁がありましたけれども、平

成16年まで田名部駅前に連絡所がありました。私

たちも近くにいるものですから、利用させていた

だきましたけれども、恐らく当時も結構利用者が

あったと思います。そして、金谷に市役所があっ

たわけですけれども、今度は中央町に移転したと

いうことで、非常に田名部地区周辺の高齢者、特

に車のない人たちは不便だという声が多く聞かれ

ます。連絡所が田名部あの周辺にあると利用され

、 、 、ると思われる地域ですけれども 本町 田名部町

柳町、横迎町、新町、小川町の６町内、栗山、上

川町、土手内、最花、そして近川方面の南通り地

区 烏沢方面の北通り地区 合わせて１万6,000人、 、

ぐらいの対象人口がございます。その35％が65歳

以上の高齢者でございます。年々高齢化が進んで

いきます。市長は就任当時からおでかけ市長室、

そして市長への手紙ということで各地域に行って

住民の皆さんの意見を聞き、そして行政運営に反

映させており、非常に高く評価したいと、このよ

うに思いますけれども、しかしこれが地域に行か

ないで市の会議室に何月何日の何時に集まってく

ださいということになると、どうでしょう、集ま

る人があるでしょうか。やはりそこの地域に行っ

てやることに意義があると思います。

今こういう高齢化社会、そして限界集落と、い

ろんな言葉がある中で、一極集中の行政よりもや

はり分散型行政サービスというものが今求められ

ると思いますので、ぜひこの出張所、連絡所、ど

ういう形になるかわかりませんけれども、ひとつ

要望したいと、このように思います。

そして、また中心市街地活性化、やはり人が集

まらないと幾らいろんなことをやっても活性化に

は結びつかないのかなという思いがあります。平

成23年から平成28年まで、いろんな形で５年計画

で活性化をやろうとしておりますので、ぜひその

５年以内にそういう出張所なり連絡所を検討し、

開設していただければと、このように思いますの

で、再度市長からそれに対して考えをお聞かせ願

えればと、こう思います。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 大瀧議員の、この分散型の

行政サービスというふうなお話がございました。

私もさまざまおでかけ市長室だとかご意見を聞い

ている中では、金谷から中央町に庁舎が移転した

というふうなことで、ちょっと遠くなったなと、

そしてまたバスの乗り継ぎも悪いと。しかしなが

ら、対応はしたつもりでございました。バスを市
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役所の構内でＵターンさせるとか、さまざまな手

当てをいたしました。そういうふうな声が多いと

いうふうなことも私に届いております。

ただ、その部分において、検討させております

が、今後平成24年の１月には住民情報の基幹シス

テム、これを更新いたします。そしてまた、平成

25年の２月ごろには戸籍の総合システム、これを

更新する予定というふうなことでございます。そ

うしますと、さまざまなシステムが更新されると

いうことによって、先ほど壇上でもお話をしまし

たように、市税、それから後期高齢者の医療保険

料、それから保育料、これらは郵便局でお支払い

できる形の切符を発行いたします。それらの調整

を今行っております。さらに、軽自動車税、これ

についてはコンビニでもお支払いできるように、

そういうふうな今体制のシステムを進めておりま

す。ですから、その部分でその状況をまた判断し

ていかなければいけないなと、このように思いま

す。

非常に効率化を進めていかなければいけないこ

の行政運営、その中でもできるだけきめ細やかな

サービス、場所を確保し、人を配置する、それと

の費用対効果、どうなのかというふうなことは十

分見きわめながら進めていかなければいけない

と。かつての旧田名部駅の連絡所、それから大湊

駅の連絡所、私も利用したことがありますけれど

も、２人の職員を配置というふうな形、非常にコ

。 、ストがかかるわけでございます そういうことで

、 。行革の中でさまざま検討を加え 廃止に至ったと

その状況は、今でもその効率的な運営というふう

な部分では変わりません。しかし、今大瀧議員が

お話しのように、１万6,000人規模のその部分の

サービスをどうするのかというふうなところ、こ

の部分においては郵便局を使っていただくとか、

それからコンビニを利用していただくとか、それ

から自動交付機を、例えば公的な施設の中に置く

とか、そういうふうな形の中で補充、補完してい

くというふうな手法もありますので、それらがス

タートした段階でさまざまな手法を考えていかな

ければいけないものだと、このように思います。

また、田名部地区、大湊地区のみならず、大畑

、 、 、地区 脇野沢地区 川内地区でも遠隔地があると

離れているところがあると。そういうふうなとこ

ろでの声もよく聞き及んでおります。そういうふ

うな形のときにはどういうふうな、先ほどちょっ

と壇上でも他市町村のほうで、何か宅配サービス

もやっているというふうなこともありますので、

それらが可能なのかどうか、そういうふうなもの

もひっくるめまして、中心市街地の中での果たす

役割、そういうふうなところを研究し、また検討

していきたいと。

ただ、もっともっと利便性は、平成24年、平成

25年には、郵便局、コンビニ、そういうふうな形

での支払いが可能になるというふうな今システム

づくりを進めているということでご理解をいただ

きたいと、このように思います。

〇議長（冨岡幸夫） 16番。

〇16番（大瀧次男） 今いろいろご説明をいただき

ましたけれども、青森市のようにアウガを建てる

とか、いろいろな建物を建てて、それをやれとい

うのではなく、今平成23年から始まる広場のつく

りとか、いろんな形があります。その一角を借り

てできないかという形と、諸証明、市税とか保育

料、ただそれだけを便利にするのではなく、それ

とあわせて市街地の活性化と、人も集めましょう

と。一緒にいろんな形で補助金を出して、そして

活性化をしている中で、そういう形もひとつ入れ

ながら活性化ができればと、このように考えてい

るわけでございます。

次に、大湊地方総監部の施設についてでござい

ますけれども、３月の時点で浚渫が終わって大型

艦艇が係留できるということですけれども、どの
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ぐらいの、何トンクラスの艦艇が係留できるのか

ということでございますけれども、市長は非常に

国防と防衛については勉強しておりますので、知

識が十分ありますけれども、最近北方四島、あそ

こにロシアの大統領が行ったり、そして政府要人

が行って、そこにミサイルの基地をつくるのだと

いう報道がなされております。その射程距離が北

海道全域という話が出ていますけれども、やはり

ロシアですので、そういう形がどうなるかわかり

、 、ませんけれども もしそういう基地ができた場合

防衛の拠点ということになると大湊がその拠点に

なるのではないかと、このように思います。そう

いう拠点になった場合、大型艦艇がその港に係留

できないということになると、これはやっぱり拠

点として大きなネックになると思います。

そのときに、北海道にそういう基地を移動しま

すよということになった場合ですけれども、室蘭

が今海上自衛隊を誘致しようということで、一生

懸命官民挙げて耐震構造の岸壁をつくって、そし

てまたそういう形の中で災害発生時の物資輸送、

避難、救助活動の拠点港にするというのがこの設

立趣旨だそうでございます。防衛省も北海道へ新

たな海上自衛隊の基地建設に関心があり、やはり

室蘭港を有望な候補先と見ているという記事もあ

りますけれども。実際に、2004年の２月にイラク

派遣のときに室蘭港からおおすみ型の輸送艦で装

甲車両などを搬入したという経緯もあります。や

はりそうなったときに、では大湊にそういう形の

大型艦船が入れない、北海道の室蘭にそういう形

の自衛艦が転籍になったという場合、恐らく１部

隊編成、私ちょっと何名かわかりませんが、何百

名かの隊員が移動するということにもなりかねま

せん。隊員が減少するということになると、やは

り我々のむつ市、いろんな形で自衛隊が大きなウ

エートを占めておりますので、そういう形の中で

はやはりしっかりとした大型艦船が入れるような

岸壁をつくって浚渫をしていただきたいと思って

おります。

そして、浚渫の件で、市としてどのぐらいかか

わりがありますかということでは、ほとんどない

と、ダンプの搬入路の形だけですということなの

ですが、やはり浚渫した土砂は海水を含んでおり

ますので外へは出せない、海岸縁に置かなければ

ならないということですけれども、私ちょっと聞

いたのですが、市では赤川から今泉の間に、元牧

野の20町歩ぐらいの土地があるというふうに聞い

ております。できればこれから浚渫するのであれ

ば、その土地を提供しながら、その利用も兼ねな

がら、そういうかかわり合い方もあるのではない

かと、このように思っていますけれども、市長、

その辺どうでしょう。かなり研究しているようで

すので。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） まず浚渫された突堤に、第

１突堤のところ、大瀧議員も有力な自衛隊支援団

体の一つの長をお務めでございます。その部分に

おいては4,500トンクラスが先般着岸をし、こち

らに配属になったわけでございますので、その程

度のものは停泊できると、着岸できるというふう

な認識を持っております。それをさらに例えばイ

ージス艦クラスだとか、お考えの中にはそういう

ふうな形の中でのご意見だと思いますけれども、

まだまだその部分においては、例えば水深10メー

トルの浚渫をしたと。ただ、自衛艦というのは、

これは一般的なお話なのですけれども、その下に

はさまざまな電子機器等が入っていて、10メート

ルの水深だから10メートルでオーケーというふう

なことではないのだそうです。やはりそれからま

た数メートル掘らなければいけないというふうな

形の浚渫を進めなければいけないということは一

般的な本の中に書いておりましたので、そういう

意味ではなかなか今掘っている部分の深さ、そう
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いうふうなものも、これは内部の機密の部分もあ

るのではないかと思いますけれども、私は本当に

海上自衛隊に対しましては、大きな船が入れるよ

うな体制をとってほしいと、そういうふうなこと

で北東北３県、北海道全部の海域を海上自衛隊大

湊地方総監部がカバーしているわけでございます

ので、それらは常にお話をさせていただいている

ということで、その程度にとどめさせていただき

たいと、このように思います。

それから、室蘭のほう、北海道のほうの動き、

ちょっと気になるというふうなことをお話しにな

りましたけれども、かつて本当に大湊の場所が要

港部になる際に、この室蘭との綱引きがあったと

いうふうな何か記録を見たことがございます。そ

ういうことで大湊町がこぞってこちらに誘致しよ

うと。そしてまた、地政学的にも室蘭とは、外海

に面している部分、そして湾内にあって釜臥山と

いうふうな部分、それは地政学的、そしてまた軍

略的な、こういうふうな要素があって、こちらの

ほうに決着をしたというふうな形があります。

また、当時とは全然状況が違うと思いますけれ

ども、私どもは市と海上自衛隊、そしてまた支援

団体のお力をいただきながら、太いきずなで結ば

れていると、このきずなを大切にしたことと、し

ていることによって、3.11の際も非常に頼りにな

る支援体制をとっていただいたということは常々

お話をさせていただいておりますので、綱引きが

将来もないような形でぜひとも多くの船が入って

いただくように、これを総監部のほうにはお伝え

をさせていただきたいと、このように思っており

ます。

土砂の部分での牧野の搬入というふうなこと、

これはやはり技術的に塩分を含んでおりますの

で、では牧野自体が非常にダメージが出てくるの

ではないかと、こんな思いを今お聞きした中では

感じました。この部分、一度国道沿いのほうのド

ックの近くに盛り上げました。その部分でも、し

っかりと固め、そして土砂の海への流出がないよ

うに土留、そして今３月の上旬で終わりましたけ

れども、芦崎のほうにしっかりとした形で管理を

して、土砂の流出だとか、そういうふうなものが

ないように固めてしっかりと対応しているという

ことを伺っております。牧野に持ち込むというこ

、 。とは なかなかちょっと厳しい状況だと思います

〇議長（冨岡幸夫） 16番。

〇16番（大瀧次男） 牧野のほうは、私はちょっと

見たのですけれども、今恐らく牧野としては使用

していないのかな。使っているのですか。わかり

ました。

そういう形で、いろいろ浚渫によって大型艦艇

が入ってきて、やはり本当の北の防人、北海道か

ら東北にかけての大湊が一番の防衛拠点でござい

ますので、そういう施設にふさわしい機能を整備

していただきたいと、このように思います。

最後になりますけれども、海洋地球研究船「み

らい」母港からの道路の件でございますが、先ほ

、 、 、ど建築確認申請 道路としては面倒だと 排水路

いろいろな整備がまだなされていないということ

、 、ですけれども あそこに中間貯蔵施設が完成され

そして科学技術館があります。日本の最先端をい

くそういう施設がある中で、国道から入っていっ

たときに何もない原野でいるということが非常に

寂しい感じがします。そして中間貯蔵施設が本格

的に稼働になった場合には、やはりやそれに関連

したと、どういう形になるかはわかりませんが、

それに合わせたような企業も来たいというような

形になる場合もあります。それに伴って、そうい

う形の中であそこの道路、中間貯蔵施設、独立行

政法人日本原子力研究開発機構、いろいろな関係

者と話し合いながら、先ほど排水設備がなってい

ないという話がありましたけれども、そういう形

の、今見てもあれ雨水の関係の排水はあると思う
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のですけれども、そういう建物を建築したときの

排水ができないということであれば、いろんな形

で広げていく。そしてまた、あそこはほとんども

う一般の住民が走っている道路で、市道と同じよ

うな形で取り扱っております。維持管理、大変だ

と思いますけれども、除雪関係とかそういうのは

どうなっているのでしょうか、それちょっとお聞

きしたいと思います。

〇議長（冨岡幸夫） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） 除雪につきましては、独

立行政法人日本原子力研究開発機構が行っている

ということでございます。

〇議長（冨岡幸夫） 16番。

〇16番（大瀧次男） そうすると除雪、それから維

持管理も全部そういう独立行政法人日本原子力研

究開発機構ということで。

では、市としてはその道路に関してはほとんど

経費はかかっていないということになると思うの

ですけれども、やはり私の聞いた範囲だけですけ

れども、あそこの独立行政法人日本原子力研究開

発機構から買収された方が地権者におりまして、

その方が聞いた話だと、いや、自由に使ってもい

いよと言われたと。その使ってもいいよというの

、 、 、が 何か建物を建てるとか そういうのではなく

自由に出入りして使ってもいいと。その方は、何

となく自由に使ってもいいと、だからそこに建物

を建てられるという思いがあったらしいのだけれ

ども、今聞いたら、いや、そういう建築基準法以

外の道路だからだめだと、こういうふうに言われ

、 、たということもありますので できればあの地区

むつ市のシンボル的な存在の地域になると思いま

すので、やはり市としてそういう形で市道として

受け、整備拡充をしていただきたいと、このよう

にお願いをして私の質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。

〇議長（冨岡幸夫） これで、大瀧次男議員の質問

を終わります。

昼食のため午後１時まで休憩いたします。

午前１１時５７分 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（冨岡幸夫） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎浅利竹二郎議員

〇議長（冨岡幸夫） 次は、浅利竹二郎議員の登壇

を求めます。23番浅利竹二郎議員。

（23番 浅利竹二郎議員登壇）

〇23番（浅利竹二郎） ご指名をいただきましたむ

つ未来会派の浅利竹二郎でございます。むつ市議

会第208回定例会に際し、通告順に従い一般質問

を行いますので、市長並びに理事者各位におかれ

ましては、特段のご答弁をお願いいたします。

さて、国政は混迷とどまるところを知らずの様

相を呈してまいりました。総理大臣がやめるやめ

ない、言った言わないのどたばた劇、国民はどう

でもいいよと白けるばかりであります。東日本大

震災、今は非常時なのであります。日本国民が一

致団結、総力を挙げて復旧復興に立ち向かわなけ

ればならない状況下に置かれながら、国政は相も

変わらず重箱の隅のつつき合いに終始しており、

何とも情けない限りであります。

さて、そのような中にあって、震災の現場には

多くのボランティア、警察官、消防職員、自衛隊

員等がはせ参じ、捜索救助、復興復旧支援に精魂

を傾けながら今も作業は継続中であります。自衛

隊は、10万人体制で臨み、陸上自衛隊は数日で数

万名の増員部隊を現地に投入、また海上自衛隊は

多数の艦艇を周辺海域に展開させ、支援活動を行

っております。むつ市からは、市職員、下北地域

広域行政事務組合消防職員、海上自衛隊大湊基地
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所属の全艦艇及び航空自衛隊第42警戒群からも隊

員が派遣されております。大湊地方総監部では、

災害発生と同時に所属艦艇とヘリコプターに対し

情報収集を下令し、速やかな状況把握に努めたと

聞き及びます。

今回の大震災で感じたことは、改めて自衛隊の

存在の大きさであり、国民の信頼に足る組織であ

。 、るという再認識であります 地域防災は常備消防

消防団等に負うところ大でありますが、このたび

のような大規模災害に対しては、やはり動員力、

機動力にまさる自衛隊の支援を受けざるを得ない

局面を考えれば、今後の防災訓練では自衛隊との

共同訓練等より一層緊密な連携が求められること

を痛感した次第です。

このような現状認識のもと、私は市議会議員と

しての職責を全うするため、市政全般にわたり喫

緊の課題３点につき質問させていただきます。

それでは、質問に入ります。質問の第１は、東

日本大震災の検証についてであります。未曾有の

東日本大震災、現在国力を結集して復旧、復興等

に取り組んでいるものの、残念なことにその作業

も放射性物質で汚染という障害によって、遅々と

して進まぬ実情のようであります。なぜこのよう

な事態が生じたのか、原子力の安全神話は何だっ

たのか等も踏まえながら、むつ市、下北における

このたびの東日本大震災を検証してみたいと考え

ます。

１点目は、福島第一原子力発電所の事故は人災

であるとする世論の是非についてであります。ま

ず、今回の大震災に関し、福島第一原子力発電所

は想定外の規模の地震、津波に見舞われ、それが

主因で水素爆発、放射能拡散につながったとする

政府、電力関係者の姿勢であります。果たしてそ

うか。想定外と言うからには、想定値、安全の上

限でありますが、想定値があるはずで、何を根拠

にここまでは大丈夫と設置したのだろうかとの疑

問にぶつかります。

今回の大震災後、堰を切ったように過去の大地

震、津波等の史実検証結果が新聞紙上をにぎわし

ております。今から2,000年前の弥生時代にも大

きな津波が襲来した形跡があるとの検証結果も発

表されました。さらに、史実にあらわれていると

ころでは、869年の貞観地震、以後も数百年の期

間を置いて今回の東日本大震災規模の災害が間断

なく生起し、大きな被害を出しているのでありま

す。これらのことでも明らかなように、過去の史

実、伝承をひもとけば、今回の東日本大震災に相

当する地震、津波の発生は十分想定されたもので

あり、当然政府、電力関係者間では認識されてい

たことでありましょう。

自然現象では１度あることは２度、３度と起こ

るのであります。しかるに、福島第一原子力発電

所はなぜあの位置に、なぜ一撃の津波に翻弄され

る程度の高さで認可されたのでありましょうか。

原子力は安全との神話がまかり通り、すべての危

険因子を想定外と退けてきたツケが今になって我

々に覆いかぶさってきたとしか言いようがありま

せん。

政府は、中部電力浜岡原子力発電所を急遽停止

しました。東海大地震が予兆されるということの

ようでありますが、今ごろになって何を言ってい

るのかと言いたいのであります。政府も電力関係

者も、原発は安全装置を幾重にも重ねた多重の防

御に守られ、絶対安全だと強調してきたのであり

ます。ところがどうか。この大震災で多重防護の

もろさが露呈したのでありますから、事ほどさよ

うに原子力の安全基準設定には大いに疑問を呈す

るものであります。

今回の事故を想定外の津波による事故と十把一

からげで総括することは許されません。原子力に

関して監督官庁である原子力安全・保安院が原発

推進の立場にある経済産業省に属する矛盾は、こ
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れまでも指摘されていました。原子力の安全が、

その時々の政治、企業の思惑を優先し、安全がな

おざりにされたとするゆえんであります。

さて、以上の事柄を総括し、今回の福島第一原

子力発電所事故は人災であるとする世論も多いの

でありますが、その是非について市長のお考えを

お伺いいたします。

２点目は、今回の大地震で再認識した下北半島

の避難道路の確保の重要性についてであります。

下北半島において地域住民の安全安心を守り、緊

急事態に対応するための避難道路の重要性は以前

から強く訴えられてきたところであります。下北

半島縦貫道路の早期完成、国道279号の国直轄管

理、国道338号のバイパス完成等、その開通を待

つこと久しいものがあります。

さて、今回の東日本大震災において痛切に感じ

たことは、この下北半島、災害時、完全に陸の孤

島と化すことであります。津波警報の都度津軽海

峡に面した国道279号は交通規制がしかれ、北通

り町村とむつ市の交通が途絶してしまいます。ま

た、万一大間原子力発電所、東通原子力発電所の

原子力災害時は、速やかに20キロ、30キロメート

ルの避難退避が必要で、多くの地域住民の移動に

は避難道路の整備が不可欠であります。

このむつ市、下北半島が置かれた地域特性は、

周囲を海に囲まれ、そのうえ原子力施設が集中す

ることで自然災害、原子力災害の脅威にさらされ

ているという明白な事実があります。今回の大地

震で再認識した下北半島の避難道路確保の重要性

について、市長のお考えをお伺いいたします。

３点目は、防災拠点と位置づける大平岸壁、耐

震岸壁の実効性を促すための水深確保についてで

あります。大湊港が重要港湾から普通港湾に格付

が見直されたとき、同時に特定地域振興重要港湾

の指定を受け、大平岸壁を中心に下北半島での防

災拠点として耐震岸壁が整備されましたことは周

知のとおりであります。これは、大地震等で被災

した場合でも岸壁だけは確保し、船舶の直接接岸

を可能ならしめ、被災者の救援、救護及び物資輸

送等に寄与するものであります。今回の大地震で

港湾機能の確保が極めて重要であるとの認識は皆

さんがお持ちになったことでありましょう。

さて、岸壁は大丈夫として、支援の船舶が出入

港できる水深が確保されているかどうかでありま

す。現在の水深は7.5メートルと承知しています

が、例えば原子力災害が発生したとして、大量の

、 、避難民を20キロ 30キロメートル圏外の野辺地沖

青森沖に退避させるとした場合、自衛隊艦艇に頼

るしかないのであり、自衛艦の入港が可能な水深

の確保が急務となります。岸壁は立派になったが

船が入れないのでは意味がないのであり、防災拠

点と位置づける大平岸壁の実効性を促すための水

深確保について市長のお考えをお伺いいたしま

す。

４点目は、海岸沿いの人命、財産を守る盾とし

ての防潮堤の強度確認についてであります。今回

の大地震の現場写真を見ると、防災対策上の観点

から取りつけられた設備がいとも簡単に倒壊し、

全くこの役目を果たしていないことに気がつきま

す。例えば防潮堤であります。海岸の施設を守る

べき防潮堤が将棋倒しとなっているさまは、想定

外の津波という以前の問題で、設備自体に強度設

計上の問題があったのではと疑問が生じます。す

べての防潮堤がこうだとは思いたくないのであり

ますが、簡易な細いアンカーボルトで固定された

だけの防潮堤では今回のような巨大津波だけでな

くても容易に倒壊しただろうことは想像にかたく

ありません。

今回の事故を契機に、東北電力東通原子力発電

所では現在地13メートルの標高に、さらに２メー

トルの防潮堤を積み上げるとの説明がありまし

た。単に防潮堤の高さを確保すればよいというこ
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、 、とではなく 強い津波に襲われても絶対に倒れず

防潮堤本来の任務を果たすことが求められます。

今回の大地震を契機に、海岸沿いの人命、財産を

守る盾としての防潮堤の強度確認について市長は

どのようにお考えかお伺いいたします。

５点目は、停電時、高台住宅地等への給水確保

であります。高台住宅地への給水は、中間の貯水

槽で一たん受け、そこからさらにポンプアップし

て給水するようになっております。今回の停電で

ポンプが使用できず断水した高台の住宅地が数カ

所ありました。最終的に公営企業局の対応で事な

きを得たようでありますが、停電の都度断水では

市民生活に支障が生じます。市民生活にとっての

水は欠かせないものであり、今後の災害対策上の

観点からも非常発電機を設置し、停電時高台住宅

地等への給水を確保する必要があると思います

が、このことについて市長及び公営企業管理者に

お伺いいたします。

６点目は、むつ市における防災体制の確認につ

いてであります。今回の大震災後、むつ市内にお

いても防災上の観点から何件かのふぐあい、改善

事項との指摘が上がっております。例えば防災行

政無線が聞き取りにくい、避難場所が適切かどう

か、市内要所に海抜表示等でありますが、市当局

では既に改善、見直しに着手しているとのことで

ありますので、それが確実に実行されることを要

望しておきます。

21世紀の災害は、忘れたころにやってくるので

はなく、忘れないうちにやってくるそうでありま

す。防災に「手抜き」と「そのうちに」はないの

、 、でありますから 今できることを速やかに実行し

市民の安全安心をお守りいただくことを祈念しま

す。

質問の第１、東日本大震災の検証については、

以上であります。

質問の第２は、温泉銭湯（公衆浴場）の開設に

ついてであります。１点目は、大湊地区に温泉銭

湯（公衆浴場）を望む地域の声についてでありま

す。昔は、むつ市内各所に銭湯があり、大湊地区

にも数軒あったものが今は全軒廃業してしまいま

した。現在市内の公衆浴場は、そのほとんどが温

泉つきのもので、地域の人々の疲れをいやし、旅

人の旅情を慰めてくれます。

さて、先年まで大湊地区の住民から親しまれて

大いに利用されていたグランドパーク城ケ沢は、

施設の老朽化により惜しまれながら廃業のやむな

きに至った経緯があります。今大湊地区住民は、

川内地区や田名部地区の温泉を利用しているもの

の、遠隔の地にすぎ、高齢化社会の中、日々の暮

らしにおいて、いやしの場として温泉銭湯（公衆

浴場）の開設を望む地域の声が多数寄せられてお

ります。

さて、温泉を渇望しても大湊地区の住民が利用

しやすい場所に湧出が可能かどうかということに

なりますと、なかなか難しい気もいたしました。

しかし、ものは試しと、この道の権威として知ら

れる学識の先生をお訪ねし、釜臥山山ろくの温泉

湧出の可能性について伺ってみました。温泉に必

要なものは、水と熱であるとのことであります。

大湊地区では、わき水と称する伏流水が豊富で、

これは川の流域に囲まれた地域の被圧地下水が吹

き出るもので、このことから水の確保は容易であ

ろうということであります。また、活火山として

活動中の釜臥山の熱源と、100メートル掘削でほ

ぼ二、三度Ｃ程度の地下水温度が上昇すること等

を勘案すれば、それなりの泉温、温泉の温度です

が、を得ることが可能であるという力強いお言葉

をちょうだいいたしました。

結論としては、地質学的見地からして、大湊地

区でも高い確率で温泉の湧出が見込まれるとの所

見であります。大湊地区でも温泉湧出の可能性は

高いということで、夢の先に明かりが見えてきた
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。 、ような感じがいたしました 大湊地区に温泉湧出

公衆浴場を望む地域の声について、市長はどのよ

うにお考えかお伺いいたします。

２点目は、温泉銭湯（公衆浴場）と地域振興の

融合についてであります。私は、常日ごろより大

湊地区の活性化には何が必要かと考え続けており

。 。 、 、ます 活性化とは何か 活性化とは 人が集まり

その人の集まりによってまちの経済が動き、地域

が活況を呈することだと考えます。

さて、人を集めるにはどうするか。集まる要素

がなければなりません。まずは、自衛隊の艦艇に

どんどん入港してもらう。昨年市長から、大湊地

方総監部に艦隊集合等をお願いしていただきまし

た。残念ながら、今回の大震災で救援活動に出払

ってしまい、そのことは実現がかなわぬようであ

りますが、例年実施の陸奥湾機雷戦訓練は何とか

予定どおりに実施したいとの回答を得ておりま

。 、 、す また 今春になって大型艦が２隻配属になり

さらには夏以降ももう一隻ふえる予定とのことで

あり、大いに期待できます。

さて、大湊地区の衰退は著しいものがあり、特

に中心市街地と言える駅前周辺は閑散としており

ます。人は集まってきたものの、やがて何もない

まちだということになれば、先行き真っ暗なわけ

であります。

先日のある新聞に、温泉銭湯（公衆浴場）で地

域活性化という記事が掲載されておりました。温

泉銭湯で地域を活性化させるためには地域住民の

利用はもちろんでありますが、上陸して疲れをい

やす隊員の方々、そして東北新幹線全線開業効果

でむつ下北を訪れる旅の人をもてなし、旅の心を

いやす個性の創出がなければなりません。下北の

個性は何かと問われれば、豊かな自然、新鮮な食

材、そしてゆったり温泉、お湯のゆったりですけ

れども、ゆったり温泉の言葉に尽きるわけであり

ます。町の中心地に温泉銭湯（公衆浴場）を開設

し、いで湯の里気分で湯に浸り、帰りは居酒屋で

地元の新鮮な魚で一杯という形での集客方法も地

域振興、活性化の方向づけとして検討の価値はあ

るように考えます。温泉銭湯（公衆浴場）と地域

振興の融合について市長のお考えをお伺いいたし

ます。

質問の第３は、元気むつ市はあいさつからにつ

いてであります。１点目は、あいさつは社会生活

の基本であることの認識についてであります。東

日本大震災、政治の混迷、景気低迷等、何かと暗

い世情にあっても、せめて空元気でいいから明る

く生きたいというのが庶民の願望であります。周

りを明るくするにはどうするか。最も簡単なこと

。 、 、であります お金もかからない 気分もよくなる

周囲との和、協調にもなると考えたのがあいさつ

の励行であります。

私は今年、成人の皆様に寄せたメッセージに、

、 、自分から先にあいさつしなさい それも朝一番に

その日一日気分がいいよという意味の言葉を贈り

ました。社会生活の中であいさつが必要だという

ことについては、だれも異論を挟まないところで

しょうが、いざ行うとなると、なかなか思うよう

にならないのが実情であります。

民間会社では、朝礼で大きな声を張り上げあい

さつを繰り返しています。なぜか。人に会えば、

まずあいさつ、これが社会生活の基本だからで、

基本ができていない者は社会人として半人前とい

う評価につながります。あいさつは、社会生活の

基本であることの認識について、教育委員会委員

長のご所見をお伺いいたします。

、 、２点目は 市職員が率先してあいさつを交わし

元気むつ市を体現することの意義についてであり

ます。暗い世相の中、せめてむつ市民は元気であ

ってほしいと願うものであります。

さて、地方の元気は市役所から発信というのが

。 、私の持論であります 暗い市役所の雰囲気からは
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市民に元気を求められないのであります。まず、

市長を初め市職員が率先垂範、明るい雰囲気を醸

成しなければいけません。私の率直な感想を述べ

させていただければ、まだまだ元気が足りない、

覇気がない感じであります。職員の方々は、庁舎

通路ですれ違っても、こちらがあいさつしないと

そのまま通り過ぎる傾向が見受けられ、特に若い

職員に多いような気がいたします。しかし、庁舎

内で知らない人とすれ違った場合、一般的には市

民が来庁したと考えるべきで、そこで市民の皆様

はお客様の精神を忘れることなく、職員のほうか

ら元気にあいさつすべきであります。あいさつさ

れて気分が悪い人はいないのであります。市役所

に行ったら、元気にあいさつされた、気分がよか

ったと思われ帰っていただくのも行政の大事な務

めの一つであります。そこのところの認識に欠け

ている嫌いが見受けられることはいささか残念で

。 、なりません 市職員が率先してあいさつを交わし

元気むつ市を体現することについて、市長のお考

えをお伺いいたします。

以上、大きくは３項目につき、壇上より質問さ

せていただきました。細部につきましては、ご答

弁をお聞きしたうえで、再質問、要望等をさせて

いただきます。

以上で壇上よりの質問を終わります。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 浅利議員のご質問にお答え

いたします。

まず、東日本大震災の検証についてのご質問の

第１点目、今回の福島第一原子力発電所事故は人

災であるとする世論の是非についてであります。

今回の福島第一原子力発電所の事故は、東北地方

太平洋沖地震とそれに伴う大津波により非常用発

電機が海水につかって故障し、全電源を喪失した

ことにより、原子炉や核燃料プール内の使用済み

核燃料を冷やすことができなくなり、炉心溶融に

よる圧力容器の損傷や水素爆発によって放射性物

質が大気中や海へ放出されるという我が国最大の

原子力事故になったと言われております。

福島第一原子力発電所は、１号機が1971年３月

に運転が開始されておりますが、当時の知見の中

でさまざまな角度から検証され建設されたもので

あろうと考えておりますが、過去の地震や津波の

検証をどこまでさかのぼればよいのかという判断

などについては専門家の中でも見解が分かれると

ころであります。

議員ご指摘のように、想定外の津波による事故

と総括することで済まされるものではないと思っ

ておりますし、政府の事故調査検証委員会におい

ても、社会システム等検証チームや事故原因等調

査チームなど、幅広い視点からこの事故を検証し

ていくということであり、年末までに取りまとめ

られる予定の中間報告において今後改善すべき事

項等の概要が見えてくると思っております。

次に、ご質問の第２点目、今回の大震災で再認

識した下北半島の避難道路確保の重要性について

であります。今回の東日本大震災においてもそう

でしたが、住民の避難経路については災害の状況

により複数の方法を考慮しておくことが大切なこ

とであります。市では、現在東北電力東通原子力

発電所において事故が発生し、住民避難が必要と

なった場合の避難道路として国道279号あるいは

国道338号を想定しておりますが、10キロメート

ル圏内が避難区域に指定された場合には、両国道

とも通行が規制されることも予想され、また議員

、 、ご指摘のように 津軽海峡に面した国道279号は

地震、津波が発生した場合は通行ができなくなる

可能性が高く、まさに陸の孤島となるおそれがあ

ります。

今後大間原子力発電所の稼働も予定されており

ますことから、緊急に避難を要する場合、１本の
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道路だけでは避難住民が集中し、避難に支障を来

すことが考えられますことから、市街地や集落内

の避難道路の整備はもとより、幹線道路である国

道279号及び国道338号の改良整備、下北半島縦貫

道路の整備促進など下北半島全体を考慮した複数

の避難道路の確保について関係機関に強く要望し

てまいりたいと考えております。

、 、また 万が一下北半島が孤立した場合を考慮し

海路や空路による避難経路も検討してまいりたい

と考えておりますので、ご理解賜りたいと存じま

す。

次に、ご質問の第３点目、防災拠点と位置づけ

る大平岸壁の実効性を促すための水深確保につい

てであります。議員ご承知のとおり、大湊港は平

成12年の港湾法改正に伴い重要港湾から地方港湾

へ移行になった際、地域の振興に重要な役割を果

たすことが期待され、特定の分野、機能の強化を

図り、地域の活性化を図る港湾としての位置づけ

となる特定地域振興重要港湾に選定され、防災拠

点を主な分野とした地域振興を図るための大湊港

港湾振興ビジョンが策定され、それに基づき県が

整備を進めております。

、 、振興ビジョンでは 大規模地震にも対応可能で

海上からの円滑な緊急時災害支援ができ、大型の

クルーズ船の接岸も可能な水深7.5メートルの岸

壁の整備をうたっており、２バース260メートル

のうち、東側１バース130メートルを耐震強化す

る工事を進め、平成21年度で終了し、西側130メ

、 、ートルにつきましては 平成25年度完成を目指し

岸壁の改良整備を行っております。

議員ご指摘の緊急時における避難輸送として自

衛艦が入港可能となる水深確保を図るべきとのこ

とでございますが、先ほども申し述べましたとお

り、この岸壁はビジョンで示されている「飛鳥」

や「ふじ丸」などの大型クルーズ船２万から３万

総トン級の接岸が可能な水深7.5メートルの岸壁

を整備することとしております。

なお、自衛隊からの支援船舶は、数隻に限られ

ますが接岸できるとしており、大型自衛隊船舶の

水深が必要な船舶においては 岸壁から沖合500メ、

ートルに停泊させ、小型船艇、作業船、ヘリコプ

ターを介して災害支援を行うことを明記してお

り、入港できない船における災害支援まで踏み込

んだ記述をしている計画となっております。

過去におきましては 護衛艦2,000トン級の ゆ、 「

うぐも」や「ちくま」のほか、豪華客船「ぱしふ

ぃっくびいなす」２万6,000トン級の入港実績が

あり、緊急物資等の海上輸送機能としては十分な

し得るものと理解しております。

なお、現在整備しております水深7.5メートル

以上の岸壁を確保するとなりますと、新たに岸壁

そのものの改修が必要となり、多額の費用が見込

まれることから難しいものと考えておりますの

で、ご理解賜りたいと存じます。

次に、海岸沿いの人命、財産を守る盾としての

防潮堤の強度確認についてのご質問にお答えしま

す。今回の東日本大震災では、本県の県南地域か

ら千葉県までの太平洋沿岸地域が津波による大き

な被害を受けております。特に明治29年に発生し

た明治三陸大津波、昭和８年に発生した昭和三陸

津波等の津波を経験した三陸海岸地域においては

過去の経験から独自に防潮堤を建設し、津波に備

えていたにもかかわらず、今回の津波においては

それらの防潮堤を乗り越えて海水がまちをのみ込

み、ほとんどの地域で大きな被害を受けておりま

す。このことは、想定外の規模の津波が起きたと

いうことに尽きると思いますが、自然の脅威に対

する構造物の限界ということも思い知らされたと

ころであります。

政府の中央防災会議は、５月28日、東日本大震

災を教訓として地震津波対策を見直すための調査

会を組織し、今回の地震と津波の発生メカニズム
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や被害程度を分析し、地震規模の推定や被害想定

の手法を見直したうえで津波被害の抑止、軽減策

の方向性や施設整備の考え方などを示すことにな

っております。

、 、また 国土交通省では津波防御対策や避難対策

土地利用の見直しなどを盛り込んだ全国の沿岸部

に適用する新しい法律を策定中とのことでありま

す。津波防御では、海岸堤防整備など、既存の対

策に加え、新たに盛り土構造の道路やかさ上げし

た宅地も津波防護施設に位置づけするなどさまざ

まな角度から検討がなされるとともに、防潮堤等

の構造物の技術的な基準についても国によって見

直しがなされるものと考えておりますので、ご理

解を賜りたいと存じます。

給水確保につきましては、公営企業管理者から

答弁いたします。

次に、温泉銭湯の開設についてのご質問にお答

えいたします。ご質問の内容は、それぞれに関連

がございますので、一括してお答えいたします。

議員ご指摘のとおり、数十年前には大湊地区に

公衆浴場や温泉がございましたが、現在は残念な

がら公衆浴場あるいは温泉はなく、望む声がある

のではないかと推察されます。当地区における温

泉湧出の可能性につきましては、市では特に調査

を実施しておりませんが、下北半島には数多くの

温泉があり、大湊地区においても温泉湧出の可能

性はあると思われますが、温泉銭湯を開業するた

めには温泉掘削に係る費用から施設の建設費用及

び土地の取得費と莫大な費用がかかること、さら

には掘削したとしても温泉が出るかどうかなど、

課題が多くございます。

次に、温泉銭湯と地域振興の融合についてであ

りますが、何らかの形で大湊地区に温泉銭湯を誕

生させ、地域振興及び活性化の方向づけとして検

討できないかというご質問につきましては、温泉

は人々のいやしの場でありますし、いで湯の里気

分でお湯につかり、帰りは居酒屋で地元の新鮮な

魚で一杯という議員のご提案は理解できるもので

あります。特に箱物の行楽施設の少ない当市にお

いては魅力のある事業であり、市内に温泉施設を

開設できれば、観光客のみならず、地元の方々の

憩いの場として地域振興につながるものと理解し

ているところであります。しかしながら、当市に

は市の温泉施設でありますふれあい温泉川内や民

間で経営している温泉もある中で、市といたしま

しては、既存の温泉がより多くの方々から利用さ

れるよう情報発信に努めてまいりたいと考えてお

りますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、元気むつ市はあいさつからについて、ご

質問の第１点目、あいさつは社会生活の基本であ

ることの認識については、教育委員会から答弁を

いたします。

ご質問の第２点目、市職員が率先してあいさつ

を交わし、元気むつ市を体現することの意義につ

いてお答えいたします。あいさつとは、相手との

コミュニケーションをとるうえで欠かすことので

きない話し始めのきっかけをつくる大切な行為と

認識しております。一日の始めに気持ちのよいあ

いさつを受けますと、私自身も明るい一日を送る

ことができますし、相手もよい印象を与えたこと

で楽しい一日を過ごすことができるものと思いま

す。また、あいさつをしっかりできる人は心温ま

る人間関係が自然と構築され、社会的なきずなを

得ることができるものと感じております。私自身

も市民はもちろんのこと、市職員に対してもあい

さつや声かけは率先してするよう常に心がけてお

ります。

今回浅利議員からご指摘をいただいた市職員の

対応につきましては、特に若い職員が多いという

ことですが、あいさつの重要性及びその励行につ

いては今後周知徹底させ、市民の皆様はお客様と

いう精神を忘れることなく元気なあいさつが飛び
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交う明るい庁舎を目指し、取り組んでまいります

ので、ご理解いただきたいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 公営企業管理者。

（遠藤雪夫公営企業管理者登壇）

〇公営企業管理者（遠藤雪夫） 東日本大震災の検

証についての５点目、停電時、高台住宅地などへ

の給水確保についてのご質問にお答えいたしま

す。

このたびの震災におきましては、公営企業局で

管理しております水道施設への地震による直接の

被害はなかったものの、長時間の停電による配水

池の水位の低下のため高台の団地や簡易水道給水

地域等で断水がありました。これらの地区には、

給水車による給水を実施したところであります

が、断水が発生した箇所は非常用電源が確保され

ていないため、短時間の停電には対応できるもの

の、今回のような長時間の停電には対応できない

施設となっております。

公営企業局といたしましては、非常電源装置が

あれば今回の断水は防げたとの思いを持っており

ますので、非常電源未設置の施設については水道

ビジョンによる新規の施設整備計画に合わせ、ま

た整備計画以外の箇所についても早い時期に順次

設置するなど災害対策の充実を図り、安全で安心

な水道水の供給に努めてまいります。

以上でございます。

〇議長（冨岡幸夫） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 浅利議員のあいさつは社会

生活の基本であるとの認識についてのご質問にお

答えいたします。

まず、あいさつを社会生活の基本と位置づける

ことについてでありますが、あいさつの「挨」と

いう文字には心を開く 「拶」には近づくという、

意味がございます。つまりあいさつは自分の心を

開くことで、相手の心を開かせ、相手の心に近づ

いていくという積極的な行為であり、社会生活を

円滑にするためのすぐれた日本文化の一つでもあ

ります。

また、小学校の学習指導要領の道徳の内容項目

の中にも、気持ちのよいあいさつ、言葉遣い、動

作などを心がけて、明るく接するということが明

記されており、低学年からしっかりと繰り返して

指導することとなっております。

議員のお考えと同様に、あいさつはコミュニケ

ーションの第一歩であり、人間関係を深め、明る

い社会生活の礎となるものであるととらえており

ます。教育委員会といたしましては、今後とも子

供たちの実態に応じた効果的な各学校の取り組み

を充実させ、心と心のかけ橋であるあいさつを身

につけた子供の育成に努めてまいりますので、ご

理解とご協力を賜りますようお願い申し上げま

す。

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） それでは、再質問させてい

ただきます。

１点目の福島第一原子力発電所事故は人災であ

るとする世論の是非についてでありますけれど

も、原子力施設が集中する下北半島の自治体とし

て、今後安全基準の見直し、先ほど来るる説明が

あったように思いますけれども、再度お尋ねしま

す。どのような形で求めていくのかについてお伺

いいたします。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 安全基準の見直しというふ

うなことでございますけれども、これはやはり国

がしっかりと今回の事故、これを検証した中で、

さまざま今手を打っておるところであります。例

えば非常用電源の確保、原子力発電所及び再処理

工場につきましては、その非常用電源の確保、そ

れから防潮堤の高さ、そういうふうなもの、それ

からもし何か起きた場合の瓦れきの撤去の、押す
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ブルドーザーというのですか、そういうふうなも

の、本当にさまざまな今回の事故を検証した中で

対応をしっかりしているものと、このように私は

認識をしております。ただ、まだまだ本当にそれ

で十分なのかというふうなこと、この部分につい

てはしっかりと原子力安全・保安院また国という

ふうな形の中で、各事業者が指導を受け、それに

しっかりと沿った形の中で安全第一義で進めてい

ただきたいと、このように思っております。

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） それで、いろいろ安全対策

はこれから検討されるということでありましょう

けれども、原子力発電所を設置する段階で何回か

問題になっておりましたけれども、東通原子力発

電所と大間原子力発電所、直近の活断層について

問題になったことがあります。これについては、

再度調査の要はないのかどうか、どうお考えでし

ょうか。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 東通原子力発電所と大間原

子力発電所付近の活断層、これについての再調査

の必要はないかということでありますが、国内に

は約2,000以上の活断層があると、このように言

われております。そして、どこで、いつ地震が起

きても不思議ではないと、このように言われてい

るところであります。

この活断層の調査は、国の審査指針に基づいて

行われておりまして、東通原子力発電所、大間原

子力発電所とも評価はなされておりまして、施設

に与える影響はないと、このようにされておりま

すが、今回の地震を踏まえまして、新たな国の方

針が出された場合には、事業者がそれぞれ対応し

ていくものと、このように考えております。

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） わかりました。むつ下北住

民が安心して暮らせるように、これからもいろい

ろな安全の面で厳重な調査等をよろしくお願いい

たします。

次は、２点目の下北半島の避難道路確保の重要

性について再質問いたします。今回の事故によっ

て地域住民の緊急避難体制の確保が急務というこ

とは皆さん認識されたことと思います。それで、

地震、津波の都度交通規制がしかれる国道279号

、 、について いろいろ先ほど来ありましたけれども

具体的に避難道路というコースを検討しているの

かどうか、そのことについてお尋ねします。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） コースにつきましては、国

道279号、この部分については地震、津波、その

都度交通規制がしかれるわけでございます。そし

て、例えばそういうふうな状態が起きたときに避

、 、難ルートを検討しているのかと こうなりますと

国道279号は通行不可能ということになりますの

で、北通り町村の避難ルート、これとしては国道

338号の海峡ラインとか、県道川内佐井線、薬研

佐井線、あるいは易国間林道、こういうふうなも

のが考えられますが、冬の間は通行が制限されて

おります。その部分で一部の道路しか使用できな

いというふうなことから、通年利用が可能な避難

道路、この整備は急がなければいけないし、これ

らについては具体的な避難ルートの検討を進めな

がら、これまでに増して国・県に要望はしっかり

、 。と伝えていきたいと このように思っております

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） それでは、下北半島に住ん

でいる我々は、国策に協力してきたという思いが

ありますので、地域住民にとって避難道路の要求

は生存権の行使として当然の権利と考えますけれ

ども、そのお考えはどうでしょうか。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（ ） 、〇市長 宮下順一郎 そのとおりでありますので

強くこの部分においてはそういうふうな原子力施
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設と共存しているわけでございますので、しっか

りと関係機関に伝えていきたいと、このように思

います。

また、下北半島縦貫道路、この部分につきまし

ては、これは６月に発行されました、皆様議員各

位もごらんになっていると思いますけれども、ホ

ームページ等でも掲載されております「下北縦貫

」 、 、だより というふうなもので ＰＩプロジェクト

パブリック・インボルブメントのプロジェクトの

中で新たな６月の第５号として、評価の見直しと

いうふうなことで 「東日本大震災により、防災、

の意識が強まる中、高速道路の果たした重要な役

割を再認識し 「防災」の観点から評価項目を見、

直しました」というふうなことで、新たに評価項

目、これまでは「社会・地域経済」という中に防

災というふうなものが入っておりましたけれど

も、新たなくくりとして「防災」というふうな分

野の中で、①に地震・津波への対応、②に原子力

災害への対応、③に風水害等への対応というふう

な形で４つのルートが今検討されているわけで

す、そのパブリック・インボルブメントの中で。

この部分で防災の分野、この部分について考えて

いかなければいけないというふうなのが今示され

ておるわけですので、しっかりとこの部分でも声

を上げていくというふうな思いでございます。

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） ありがとうございます。

それで、避難道路の確保と同時に、住民にとっ

てはどこまで逃げれば安全なのかということが心

配なわけです。それで、ＥＰＺという言葉があり

ますけれども、重点的な避難区域とかということ

らしいのですが、これいろいろ国が見直し等を図

っているようでありますけれども、それが新しい

指針と指導が出された場合、市民に対して、今現

在東通原子力発電所とか大間原子力発電所から何

キロ圏内に住んでいるのかというようなことを同

心円的に、そういうのを市民がわかるようにこれ

から表示等をされることを要望しておきます。

次は、防災拠点と位置づける大平岸壁の実効性

を促すための水深をどうするかということについ

てなのですけれども、災害の危機に対して大量の

避難民を緊急輸送する、避難させるためにやっぱ

り船しかないです、自衛隊艦艇に頼るしかないと

いう認識でおります。その場合、先ほどから説明

はありましたけれども、今現在大湊に所属してい

る艦艇がどのくらいの水深なら入れるのかと、ま

た何人乗れるのかと。船も乗ればいいというもの

ではなく、乗り過ぎるとひっくり返るわけですか

ら、そこら辺を準備段階として把握しておく必要

があると思いますけれども、いかがでしょうか。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 具体的な数字、在籍艦艇の

把握、これは行っておりますし、また海上自衛隊

大湊地方隊からも協力をいただいております。余

り具体的にお話をするというふうなことは、当然

この場では省かせていただく事情もございます。

しかしながら、その艦艇は11隻というふうな、大

湊、余市、函館、この艦艇は11隻と、そして７隻

が大湊地方隊の大湊母港に配備されておるという

ふうなことでございます。

その中で基本的には2,000トン級、これについ

ては乗船可能な人数は約400人、1,000トン級にお

いては200人と、このように聞き及んでおるとこ

ろであります。これらも今後さまざまな形で自衛

隊のほうとも連携を深める中で、また先般開催い

たしました原子力発電所にかかる関係市町村連絡

会議の今事務レベルでの協議がきのうから始まっ

たばかりでございます。これらでしっかりと把握

をし、そしてある時期にはお示しをする場面が出

てくるものと、このように思っております。

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） 先ほど１回目のご答弁で、
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避難の場合、船で避難する大きな船の場合は、沖

合の船にピストン輸送するというように計画され

ているということなのですけれども、非常事態の

場合、ピストン輸送すると、その間の小さい小型

船艇みたいな、漁船みたいな、そういうものが緊

急に手配できるのかどうかという問題がありま

す。

それと、大量の避難民を５人、10人、20人、行

ったり来たりするタイムラグというか、そういう

問題もあるわけですので、直接岸壁につけるとい

うことが一番大量避難の場合の要点ではないかと

思いますので、大きい自衛隊の船でも7.5メート

ル以上水深を必要とする船が多々ありますので、

そこら辺を検討して水深をさらに下北住民の安全

安心のために水深を確保するということについて

ご努力いただきたいと、そういうふうに要望して

おきます。

次は、防潮堤の件でございますけれども、ちょ

っと私今回の質問の要点は、防潮堤については現

場の写真を見て、防潮堤そのものが倒れているの

です。別に波が乗り越えたというのではなくて倒

れていると、それについての強度というか、そこ

ら辺はどうかということをお尋ねしたつもりであ

りますけれども、どうも強度設計に不足、不備が

あるのではないかというふうに思います。防災設

、 、備を設置する場合 自然災害に対する強度の基準

例えば波の高さだとか風速だとか、津波の打撃力

とか、そういうことは当然基準があると思うので

すけれども、そこら辺はご認識はどうなのでしょ

うか。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） まず、基本的には設計の段

階で聞き及んでいるところでは、30年に１度の波

に耐えられるのか、そして50年に１度の波に耐え

られるのかと、こういうふうなものの設計をする

のだそうでございます。つまり昨今の災害は本当

に五十年災とかというふうなものを超えてしまっ

て百年災、100年に１回の災害、そしてまた今回

の地震、津波というふうなのは869年の貞観地震

というふうなものや、そしてまた記録をずっとた

どっていきますと、2,000年前ですから縄文でし

ょうか、縄文の晩期になるのでしょうか、そうい

うふうな形の何か記録も残っていると。そういう

ふうな記録といいますか、地層に残って痕跡があ

るというふうなこと、そういうふうなことであり

ますので、その防潮堤をつくるに当たっての細部

にわたっての答弁は担当よりいたしますけれど

も、そういうふうな基準で設計をしてきたという

ふうなことは伺っております。

〇議長（冨岡幸夫） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） ただいま市長が全部

答えてしまいましたけれども、当市におきまして

は防潮堤は整備されておりませんので、防潮堤の

強度についてお答えすることはできませんけれど

も、一般的には防災設備として高潮に対しての護

岸等を整備する際の基準は30年に１度の波の大き

さに対して耐え得る基準で設計されているという

ことでございます。しかしながら、今回の大地震

で多くの防災施設が被災しましたことから、今後

国において設計基準の見直しがなされるものと考

えております。

いずれにいたしましても、防災上、まず対応し

なければならないことは津波から市民の命を守る

ことでございますことから、避難体制の確立強化

に努めてまいる所存でございますので、ご理解賜

りたいと思います。

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） 次は、停電時、高台住宅地

への給水確保についてでありますけれども、先ほ

ど公営企業管理者から前向きな回答をいただきま

してありがとうございます。それで、聞き及びま

すと、今震災関連でそういうたぐいの装備品が全
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く不足して早急には手に入らないということのよ

うでありますけれども、可能な限り可及的速やか

に入手方努力していただきまして、対策を講じて

いただきたいと思います。これは、要望しておき

ます。

次は、質問第２項の温泉銭湯の開設についてで

ありますけれども、温泉銭湯の開設は、地域の活

性化の、私としてはグッドアイデアというか、一

番いいのではないかと考える範囲ではいいアイデ

アだなと思って要望させていただきました。それ

で、これをやるとお湯が出た、温泉が、それに付

随した建物が出る、函館の湯の川とか、そういう

ふうなことを構想しているわけですけれども、市

民に希望を与える市長の一言を期待して、開設に

ついて再度伺いたいと思いますけれども。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 非常に多額の、要するに公

共でやるというふうな部分については、私はちょ

っとクエスチョンマークがつくわけでございま

す。多額の広大な敷地、そして温泉が当たるかど

、 、うか 浅利議員は必ず当たるだろうというふうな

その推測をなさっておりますけれども、果たして

そうなのかどうか。多分当たると思いますけれど

も、条件が２つ、水が出ているということと地熱

、 、があるというふうなことですと 温泉に当たると

掘削は成功するだろうとは思いますが、そういう

ふうな部分においてはなかなか厳しいさまざまな

こと、そしてまた現在むつ市でも公共的な部分に

おいてはふれあい温泉川内もございます。そして

また、市内には温泉施設もあるわけでございます

ので、そういうふうなところの民間を圧迫すると

いうふうな部分もありますので、現在のところ、

今ある温泉をいかに多くの方々にＰＲをし、そし

て多くの方々にご利用いただくように来ていただ

くかというふうな対策をとるのがまず第一歩でな

いかなと、このように思うところであります。

夢は夢として浅利議員もお持ちでしょうから、

私もそういうふうなのは夢は夢として持ってもい

いのではないかなと、こういうふうな思いはいた

しております。

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） 昔は夢であったものが、今

は月に人がどんどん行って、今度は別荘でもつく

ろうかという、そういう時代でありますので、今

は夢でも、そのうち市財政が好転した暁には、何

とか再度検討いただくように市長に重ねて要望さ

せていただきます。

次は、元気むつ市はあいさつからでございます

が、昨今職場の環境が、別に市役所だけではなく

て、がらっと変わっているのです。なぜかといい

ますと、ＯＡ機器化というか、パソコンがどんど

ん入って、仕事の相手先がパソコンの画面なので

す。隣とも話ししない、いろんなお客さんが来て

も、声をかけられないと来ているかどうかわから

ないというのが今の職場環境なのですけれども、

そこである自治体で１日１時間パソコンから手を

離すと、そしてお互いに隣の人とのコミュニケー

ションを図ったり、接客の場合はお客等と、顔を

まず前に向けるというようなことを励行した自治

体があるのです、現実にあるのですけれども、そ

のことについて市長はどうお思いでしょうか。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 私もパソコンをいじってお

りますと、もうほとんどパソコンの画面から目を

離さないで、だれが来ているのかというふうなこ

ともちょっと知り得ないときもあります。そうい

う意味では、非常にパソコンのこの効率のよさ、

仕事のはかどる部分、こういうふうなことは感じ

るわけですけれども、元気むつ市はあいさつから

始まるというふうなご指摘、浅利議員の、特に若

い人が云々というふうなお話もございましたの

、 、で 先般これを庁内でヒアリングをしている際に
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もっともっと元気よくあいさつをしようというふ

うな思いを伝えたところであります。むつ市役所

が変わればむつ市が変わると、むつ市が元気にな

れば下北が元気になる、元気になれば、青森県が

元気になっていくというふうなのが４年前の私の

お話でございましたので、それをまた引き続き頑

張っていきたいと、このように思います。ご理解

いただきたいと思います。

〇議長（冨岡幸夫） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） ありがとうございました。

元気むつ市はあいさつからということを、これか

らも市長率先垂範、そしてそれがむつ市民に広が

っていくように期待しておきます。明るい庁舎の

実現、そして明るいむつ市の実現に向けて大いに

期待するところであります。

これで私の一般質問を終わります。ありがとう

ございました。

〇議長（冨岡幸夫） これで、浅利竹二郎議員の質

問を終わります。

午後２時15分まで暫時休憩いたします。

午後 ２時００分 休憩

午後 ２時１５分 再開

〇議長（冨岡幸夫） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎岡崎健吾議員

〇議長（冨岡幸夫） 次は、岡崎健吾議員の登壇を

求めます。12番岡崎健吾議員。

（12番 岡崎健吾議員登壇）

〇12番（岡崎健吾） 川内地区選出、政友会の岡崎

健吾です。去る３月11日に発生した東日本大震災

は、三陸沖を震源に国内観測史上最大のマグニチ

ュード9.0の大地震であり、宮城県北部では震度

７を記録し、同時に出された大津波警報は現実の

ものとなり、東北から関東にかけての太平洋沿岸

の地域では死者、行方不明者が２万数千名にも及

ぶ未曾有の被害をもたらしました。亡くなられた

多くの方々のご冥福と早期の復旧、そして福島第

一原子力発電所事故の一日も早い収束を祈るもの

であります。

、 、それでは むつ市議会第208回定例会に当たり

通告に従い一般質問を行います。

初めに、防災について、災害時応援協定につい

て質問いたします。大規模災害発生時には、ライ

フラインや情報通信網の途絶、パニックの発生、

庁舎や公共施設の損壊、職員の負傷などにより被

災自治体の災害対応能力は著しく低下します。こ

、 、のため 被災自治体単独では多岐の分野にわたり

かつ膨大な量の応急、復旧活動を満足に遂行でき

ないという事態が生じることがあります。このよ

うな事態に対処する手段の一つとして、物資の供

給、医療援護活動、緊急輸送活動等の各種応援復

旧活動について被災自治体をサポートする旨の協

定が自治体と民間事業者や関係機関との間で締結

されております。民間事業者は自治体にはない専

門的な技術や知識、資機材などを有していること

から、さまざまな分野の民間事業者と協定を締結

することで、広く的確な応急復旧活動が期待され

ているところであります。

このたびの大震災において、むつ市が現在協定

を締結している事業者等と協定が有効に機能され

たのかどうかお伺いいたします。

教育についての質問の１点目、ＮＩＥ「教育に

新聞を」についてお伺いいたします。ＮＩＥとは

ニュースペーパー・イン・エデュケーションの略

称で、新聞を教材として学校教育に役立てる方法

のことであり、日本語では教育に新聞をと訳され

ております。新聞を教材として使用することによ

り、児童・生徒の社会への関心を高め、文字や文

章を勉強しながら考える力や物事を判断する力、
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そして新しい知識を身につけることを目的として

おります。また、それによって学校教育の活性化

を手助けし、新聞に対する理解を深めることもね

らいの一つであります。

ＮＩＥは、1930年代にアメリカで始まり、世界

新聞協会によると、2006年時点では64カ国で実施

されており、日本では学校の新聞購読料を補助す

るＮＩＥ実践校制度が1989年にスタートし、

2010年度の全国での実践校は533校となっており

。 、ます 今年度から実施された新学習指導要領では

小学校５、６年の国語で編集の仕方や記事の書き

方に注意して新聞を読む、小学校３、４年では、

疑問に思ったことを調べて報告する文章を書いた

り学級新聞などに表したりするなどの活動を列挙

しております。また、中学校３年の国語では、論

説や報道などに盛り込まれた情報を正確に読むこ

となどを求めております。

文部科学省がまとめた学習指導要領の解説で

は、社会や理科などの各教科で情報収集の手段や

表現方法の例として新聞が取り上げられておりま

すが、新聞を教育活動に活用する意義と効果につ

いて、教育委員会としてどのように考えているの

、 。か またむつ市の実情についてお伺いいたします

教育についての質問の２点目、Ｑ―Ｕテストに

ついてお伺いいたします。いじめ、不登校、子供

の自殺といった課題が深刻化する中、児童・生徒

へのアンケート調査を通して、各学級の状態を数

値化して把握するＱ―Ｕテストが最近多くの教育

機関で広く活用されております。その活用されて

いる理由として、不登校に至る可能性の高い児童

・生徒、いじめ被害を受けている可能性の高い児

童・生徒を早期に発見できる、また同時に学級集

団の状態を分析することができ、学級崩壊に至る

可能性が診断できる唯一の尺度だと言われている

からであります。

教育委員会においては、現在このＱ―Ｕテスト

を実施しているのか、仮に実施しているのであれ

ば、現在むつ市の教育現場はどのような状況にあ

るのかお伺いいたします。

教育についての質問の３点目、コミュニティス

クールについてお伺いいたします。コミュニティ

スクール、地域運営学校は、平成16年６月の地方

教育行政の組織及び運営に関する法律の改正によ

り導入されたものであります。コミュニティスク

ールは、保護者や地域の皆さんの声が学校運営に

直接反映され、保護者、地域、学校、教育委員会

が一体となってよりよい学校をつくり上げていく

ことを目指すという地域に開かれ、地域に支えら

れる学校づくりの仕組みであります。昨年４月１

日時点の指定校は31都府県で629校あり、その内

訳は小学校428校、中学校157校、幼稚園36園、特

別支援学校５校、高校３校となっております。残

念ながら青森県ではまだ指定校はないという状況

にあります。

文部科学省では、現在保護者や地域住民が公立

小・中・高校などの運営に直接参加するコミュニ

ティスクールの指定を2011年度以降の３年間で現

在の約５倍の3,000校にふやすことを目標に具体

。 、策の検討を進めております この制度の仕組みは

学校や地域の実情も十分に踏まえ、各教育委員会

が教育委員会規則で定めるところにより、所管す

る学校をコミュニティスクールに指定した場合に

当該学校で学校運営協議会を設置することができ

るということでありますが、この制度について教

育委員会ではどのようなお考えがあるのかお伺い

いたします。

教育についての質問の４点目、防災教育につい

てお伺いいたします。教育委員会及び各学校にお

いては、災害時に児童・生徒の安全を確保するた

め、学校施設の耐震性強化等のハード面での方策

とともに、災害発生時における教職員の役割分担

をあらかじめ定めるなど、各学校ごとに対応体制
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の整備が図られております。また、教職員や児童

・生徒の防災に関する意識を高めるなどして、い

ざというときに適切な対応がなされるための準備

を日ごろから整えておくことが必要であるという

ことは言うまでもありません。

このたびの東日本大震災では、日ごろから大津

波を想定した教育、訓練を受けていた子供たちが

難を逃れることができました。これにより、今防

災教育の期待が非常に高まっております。

防災教育を効果的に進めるためには、学校が家

庭や地域社会と密接な連携、協力体制を整え、地

域社会の主体的取り組みを支援していくことが大

。 、切であるとも言われております 防災の専門家は

知識を与えるのでなく、姿勢を与える教育をと指

摘し、災害の状況下では最善の避難行動を主体的

に判断する子供を育てることが重要だと強調して

おりますが、教育委員会においては防災教育につ

いてどのような取り組みがなされているのかお伺

いいたします。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 岡崎議員のむつ市の防災に

ついてのご質問にお答えいたします。

災害時応援協定について、市が締結している協

定が有効に機能したのかとのご質問であります。

災害が発生した場合には、食料、燃料、生活用品

など、市民生活に欠かせない物資が思うように手

に入らない状況が想定されるとともに、被害復旧

などについても迅速さが求められますが、このよ

うな状況での市の対応には限界があることから、

事前に民間事業者等と災害時における応援協定を

、 、結んでおり 電力設備の復旧や燃料等の優先供給

物資、飲料水、医薬品等の供給について協力をお

願いしているところであります。

今回の東日本大震災では、地震や津波による被

災地域が広範囲にわたったのに加え、大規模な停

電や鉄道、道路などが麻痺するとともに、東北地

方の物流拠点である仙台市などの被害も甚大であ

ったことから、物流が滞り、むつ市を初め郡内、

県内にも物資が思うように入らず、市民生活に支

障を来したものであります。

このような事情から、地震直後においては食料

等に係る応援協定を締結している事業所からの供

給は厳しいものがありましたが、地域の方々の炊

き出しや海上自衛隊からの食料支援などにより急

場をしのいだところであり、関係者の皆様に感謝

申し上げるものであります。

食料、飲料水などに係る応援協定では、緊急に

調達する必要がある場合に市から必要数を要請

し、要請を受けた側は保有または調達可能な品物

の提供について速やかに対応する、また要請に応

じがたいときには対応可能な数量等を申し出ると

しているところであり、こちら側のお願いに対し

て、可能な範囲で対応するというのが基本的な考

えであります。今回の場合の食料については、対

応がかなわなかったものと理解しております。

一方、東北電力株式会社むつ営業所と締結して

いる応援協定では、災害情報の相互提供や災害対

策本部への社員の派遣、電力設備の復旧などにつ

いて定められておりますが、３月11日及び４月７

日の停電時には社員の方が災害対策本部に来て停

電の状況や今後の見込み等についての情報提供、

電源車の使用などについて配慮をいただいており

ます。

また、消防車両など緊急車両への燃料等の優先

供給についても協定締結事業所から応援をいただ

いており、応援協定は十分とは言わないまでも、

機能していたものと考えておりますので、ご理解

を賜りたいと存じます。

次のむつ市の教育につきましては、教育委員会

よりお答えいたします。
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〇議長（冨岡幸夫） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 岡崎議員のむつ市の教育に

ついてのご質問の第１点目、ＮＩＥ「教育に新聞

を」についてお答えいたします。

議員ご指摘のとおり、新しい学習指導要領では

小・中学校における指導すべき内容として、新聞

の活用が明確に位置づけられ、多くの教科に盛り

込まれております。その教育効果としては、子供

たちの読解力の向上はもちろんのこと、リアリテ

ィーのある教材として新聞を活用することによっ

、 、て 子供たちの学習意欲が高められるということ

調べたことを新聞にまとめ、新聞の内容そのもの

を要約したり説明したり批評したりすることによ

って、思考力、判断力、表現力が育成されるとい

うこと、さらにはこのような学習を通して情報化

社会で生き抜くためのメディアや情報を適切に活

用する能力が育成されるということが期待されて

おります。

また、子供たちの学力と新聞を読む習慣との相

関関係も注目されており、むつ市で毎年独自に実

施している学力調査におきましても、成績の上位

層と下位層を比較いたしますと、上位層ほど本や

新聞を読む割合が高く、テレビのニュースや新聞

などを通じて、社会の出来事に関心を持っている

という結果が出ております。

このようなことから、教育委員会といたしまし

ては、学校教育における新聞の活用はこれからの

知識基盤社会の中で生き抜く子供たちに必要とさ

れる学力を身につけさせる有効な手だての一つで

あると考えております。

次に、小・中学校の学習における新聞活用の状

、 、況についてでありますが 現在市内におきまして

ＮＩＥ実践指定校として日本新聞協会が推進して

いるＮＩＥ授業に直接かかわって活動している学

校はございません。しかしながら、議員ご指摘の

学習指導要領の指導内容に基づく授業実践の中で

の新聞活用ということであれば、市内すべての小

・中学校において、これまでさまざまな取り組み

がなされてまいりました。

昨年度までの実践例を挙げてみますと、国語科

の学習では、新聞を活用して身近な地域のニュー

スを集め、互いに読み合い、考えたことをまとめ

るという活動を通して、子供たちが現実の社会に

目を向けて地域から日本、そして世界の出来事へ

と視野を広げていくことができたという事例もご

ざいます。また、社会科の学習では、日本の国土

や政治、環境問題にかかわるタイムリーな話題を

新聞から集め、教科書にある学習課題を自分たち

の生活に直接かかわる身近な問題としてとらえさ

せることにより、子供たちの学習意欲を高めるこ

とができたという事例などもございます。

教育委員会といたしましては、今後このような

すぐれた教育実践が国語科や社会科以外の授業に

おいても積極的に展開されていくことを強く望ん

でおります。つきましては、議員よりご指摘いた

だいた学校教育の中に新聞を活用することの意義

と効果について、このたびの学習指導要領改訂を

機に、いま一度市内全教員で確認し合い、未来を

担う子供たちの教育の充実に努めてまいりたいと

考えておりますので、ご理解、ご支援を賜りたい

と存じます。

次に、Ｑ―Ｕテストについてのご質問にお答え

いたします。まず、Ｑ―ＵテストのＱ―Ｕとは、

クエスチョナリ・ユーティリティーズの略で、日

本語では学級診断尺度調査となっております。実

際には、楽しい学校生活を送るためのアンケート

Ｑ―Ｕは、学校生活意欲尺度と学級満足度尺度の

２つの診断から構成され、全国各小・中学校で広

く実施されております。

小・中学校におけるＱ―Ｕテストのねらいは、

不登校やいじめ、学級崩壊等の早期発見、未然防
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止と学級の人間関係における悪い兆候のあらわれ

など、初期段階で実態把握し、よりよい人間関係

づくりに役立て、一人一人の児童・生徒にとって

楽しく活気のある学校生活を送らせるためのもの

であります。

児童・生徒の生きる力と豊かな人間性の育成

は、むつ市の学校教育の指導の方針でもあり、不

登校児童・生徒数の減少、生徒指導上の課題解決

は焦眉の課題でもあります。そのため、これらの

課題を解決し、一人一人の子供が楽しく充実した

学校生活を送れるようにするために平成20年度か

ら生徒指導検査事業として楽しい学校生活を送る

ためのアンケートＱ―Ｕを実施し、ことしで４年

目になります。今年度も市内小学校５年生から中

学校３年生までの3,091人を対象に、５月30日か

ら６月３日の期間において実施いたしました。各

小・中学校では、検査の結果をもとに個別の教育

相談を実施し、悩みや不安の解消、人間関係づく

りに役立てております。また、分析報告書「心の

ふれあいを求めて」を作成し、市内小・中学校に

、 、配布して 校内で教職員の生徒指導研修で活用し

教職員の資質向上に役立てております。

さらに、学校においては保護者、生徒との三者

面談等を活用して子供の特性や長所を知らせ、自

信や意欲を持たせ、保護者に好意的に受けとめら

れていると報告を受けております。

各学校においては、Ｑ―Ｕテストを実施、活用

するとともに、多くの先生方の観察や声がけなど

から得られる情報を出し合うことで、一人一人の

児童・生徒や学級集団をより深く共通理解し、指

導の連携に努めているところであります。また、

社会の価値観の変化や地域や家庭生活の変化な

ど、近年の子供たちの変化の背景を考えると、先

生方の共通認識のもと、連携をして意図的に児童

・生徒の実態に合った指導、援助を工夫していく

ことは非常に大切なことであります。学校現場で

は、Ｑ―Ｕも活用して悩みや不安を抱え、孤立し

がちな児童・生徒、人間関係でつまずいている児

童・生徒等の把握に努め、全教職員で子供を見守

り支援するという共通認識を持って教育実践に当

たっております。

Ｑ―Ｕの分析結果を先生方が共有することは、

児童・生徒への一人一人の指導や学級全体の良好

な環境づくりに有効な手だてであると考えており

ます。教育委員会といたしましては、今後も生徒

指導検査Ｑ―Ｕを積極的に活用し、一人一人の児

童・生徒が生き生きと楽しい学校生活を送れるよ

うにしてまいりたいと考えておりますので、ご理

解を賜りたいと存じます。

次に、コミュニティスクール、地域運営学校に

ついてのご質問にお答えいたします。コミュニテ

ィスクールは、議員ご指摘のとおり、平成16年３

月の中央教育審議会答申、今後の学校の管理運営

のあり方についての中で新しいタイプの学校とし

て提言され、この答申を受けて地方教育行政の組

織及び運営に関する法律が改正され、学校運営協

議会制度が定められました。コミュニティスクー

ルの目的は、保護者や地域住民の声を学校運営に

直接反映させ、保護者、地域、学校、教育委員会

が一体となって学校運営をよりよく充実させるこ

とにあります。

コミュニティスクールの設置や運用について

は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

47条の５の規定により、学校の設置者である地方

公共団体の教育委員会が県教育委員会との協議を

経て学校を指定することに始まり、これを受けて

教育委員会規則によって運営に関する協議機関と

しての学校運営協議会を新たに規定することで地

域運営学校が形づくられることになります。この

学校運営協議会の委員は、地域住民、保護者、そ

の他教育委員会が必要と認めるものによって構成

され、教育委員会の責任のもとで人選及び任命が
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行われることになります。

また、学校運営協議会は学校運営に関する合議

制の意思決定機関としての位置づけであり、学校

経営方針や教育課程等の教育活動計画の承認、学

校の組織編成、施設管理等に意見を述べたり、教

職員人事についても直接任命権者に意見を申し出

ることにより学校運営に保護者や地域住民の意向

を十分に反映させることになります。

コミュニティスクールを導入することにより、

保護者や地域住民によるさまざまな学校支援が促

進され、教育活動が充実する、学校支援を通じて

保護者や地域住民の参画意識が高まる、地域や家

庭での教育力が向上する、また開かれた学校づく

り、信頼される学校づくりが促進されるなどが期

待されます。

、 、しかし 実際に導入した学校の評価を見ますと

学校が地域へ情報提供をするようになった、特色

ある学校づくりが進んだなどの好評価がある一方

で、教員人事や生徒指導上の課題などについては

改善がなされたとする評価は得られていない状況

にあります。

文部科学省では、コミュニティスクールの推進

に力を入れ、新しいタイプの学校として拡大に努

めているところでありますが、議員ご指摘のよう

に、青森県の小・中学校ではコミュニティスクー

ルの指定は一校もないのが実情であります。

青森県下において、指定校がない理由としまし

ては、都市部と異なり、ＰＴＡ、保護者、地域が

学校と一体となり学校教育活動を理解し、支援、

連携体制が十分に整備されていることや、学校評

、 、価 外部評価等が実施されて評価結果が公開され

学校の教育活動が改善されていること、また学校

評議員制度を活用し、積極的に開かれた学校づく

りに努め、充実した教育活動が推進されているこ

とによるものと考えているところであります。青

森県は、他県よりもこのように学校、保護者、地

域が一体となり子供たちの教育活動の推進に努め

ていることから、これまでコミュニティスクール

の指定がなされてこなかったものととらえている

ところであります。

教育委員会といたしましては、今年度から小中

一貫教育の完全実施を進め、生きる力と夢はぐく

む学校教育の推進に努めているところであります

が、今後さらなる開かれた学校づくりのためにコ

ミュニティスクールの趣旨や設置についても十分

に検討してまいりたいと考えておりますので、議

員のご理解を賜りたいと存じます。

次に、防災教育に関するご質問にお答えいたし

ます。まず初めに、６月13日付、文部科学省の発

表では、このたびの東日本大震災で死亡した国公

私立の小中高校生は453人となっており、これに

行方不明者を合わせますと500人を超える人数と

なり、改めて自然災害の恐ろしさを痛感するとと

もに、日ごろからの災害への備えや防災教育の重

要性を強く認識させられたところであります。

議員ご指摘のとおり、学校における防災教育を

推進するに当たっては、児童・生徒が災害発生時

に的確な判断のもと、自らの安全を確保するため

の行動がとれるようにするとともに、災害や防災

についての知識を身につけることができるよう家

庭や地域社会と連携しながら学校の教育活動全体

を通して指導することが必要であると考えており

ます。

むつ市内各小・中学校における昨年度の防災教

育の状況につきましては、小・中学校全23校が自

他の生命の尊重を基盤として自ら安全に行動で

き、周囲の人々や社会の安全に貢献できる資質や

能力をはぐくむことを目的として、学校安全計画

を策定し、生活安全、交通安全、防災の３つの領

域ごとに安全対策を進めております。議員ご質問

の防災につきましては、全小・中学校で地震や火

災等の災害を想定した避難訓練を１年間に２回か
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ら最大４回計画的に実施し、児童・生徒の発達段

階に応じて過去の自然災害の特性や発生の状況、

地域の状況を踏まえ、防災に関する基礎的、基本

的事項についての理解が得られるよう指導してお

ります。

さらに、昨年度は小学校では４校、中学校では

６校が消防署員を講師に招いて適切かつ安全な避

難行動のあり方の指導や消火訓練を行うなど、災

害時の実践的な対応についても訓練を行っており

ます。

また、今回の東日本大震災の教訓を生かし、４

月20日に太平洋沿岸部に位置する大畑小学校で

は、地震、津波が発生した際の避難方法、避難経

路、避難場所を確認するとともに、津波等の二次

被害に備え、学校西側の海抜14メートルの高台に

避難するという訓練を実施しております。

教育委員会といたしましても、津波への備えを

万全なものとするため、太平洋、陸奥湾沿岸部に

隣接する学校を中心として津波を想定した避難の

方法、経路等を確認するための訓練を実施するよ

う指導していきたいと考えております。

なお、教育委員会では、現在災害時の市の対応

のあり方を定めたむつ市地域防災計画をもとに、

このたびの東日本大震災等、これまでの学校の被

災状況及び対応状況を踏まえたむつ市教育委員会

災害対応マニュアルの作成に着手いたしました。

このマニュアルは、災害発生時に学校及び教育委

員会がとるべき対応について定めるものであり、

今後学校と教育委員会が一体となって迅速かつ適

切に対処できるよう作成を急いでいるところであ

ります。

また、平成19年度に作成し、全小・中学校に配

布して活用いただいている非常時の学校の対応の

あり方を示した学校危機管理マニュアル及びむつ

市作成の防災ハザードマップとあわせ、地域の状

況に応じた防災と児童・生徒への指導の充実を図

ってまいりたいと考えております。

学校は、子供たちの生命と安全を確保すること

が最大の責務であり、常に防災について意を尽く

して取り組んでいかなければと認識しておりま

す。今後各学校の実情に応じた適切な防災教育が

実施され、児童・生徒の災害時の自主的、実践的

な対応力を高めることができるよう教育委員会と

しても指導していきたいと考えておりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 12番。

〇12番（岡崎健吾） 応援協定について再質問いた

します。

青森市では災害時の食料供給のため、スーパー

など４社と協定を締結していたということです

が、今回の東日本大震災時に、その物資の提供に

応じたのは１社だけだったという報道がありまし

た。協定自体に拘束力がなく、具体的な提供品目

や数量が協定書に記載されていなかったためだと

も言われておりますが、想定を超えた大災害の中

で協定の限界を示したものではないかと思うので

ありますが、あらかじめ応援の中身や、その要請

方法等きめ細かく事前に打ち合わせすることが必

要ではないかと思いますが、この点についてお考

えをお聞きしたいと思います。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 議員ご指摘のように、この

協定には拘束力がありません。また、災害専用と

いうことでは、食料、水、日用品、この確保を事

業者に要請するということをしても、現在の商店

経営というふうなことを見ますと、できるだけ在

庫を少なく、そして回転率よくというふうなもの

が、現在その経営を維持するためには求められて

いるわけでございます。そういうふうな交通網も

発達しておりますし、そしてまたでかい倉庫を今

、 、持たないで できるだけ在庫を少なく回転をよく

ただちにすぐ対応できるというふうなのが平常時
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であります。

ただ、今回のような想定もできないようなああ

いうふうな形の大震災の中では、非常にその部分

。 、では厳しいものがあったと思います そしてまた

震災が落ちついてから数日たってからは、非常に

その部分ではさまざまな融通をしていただいたこ

とは事実でございますけれども、発災後ただちに

というふうな部分、この部分においては、なかな

か災害協定の部分が効果を出し得なかったという

のが事実でございます。ただ、その協定を結んで

、 、いないところ 一部のお店でございますけれども

そこのほうからは協定を結んでおらないにもかか

わらず依頼をしたところ、パンとかおにぎり、お

茶というふうなものの供給を受けたというふうな

ことでございます。その意味からして、今後は、

食料に関しては事業所だけには頼らないで、自ら

がしっかりとこれ備蓄をするというふうなことで

予算の専決もさせていただきました。また、この

補正予算の中ででも対応させていただきますけれ

ども、自らがしっかり備えておくと。午前中の冒

。 、頭でも呼びかけをさせていただきました 各家庭

各個人でまず水、食料、そして電池、ラジオと、

そういうふうなものを呼びかけをさせていただき

ました。それを行政のほうでも自らしっかりと蓄

えておくというふうな体制、これも必要であると

いうふうなことを今回この教訓として取り組まな

ければいけないというふうな思いで取り組んでい

きたいと、このように思っておりますので、ご理

解賜りたいと、このように思います。

〇議長（冨岡幸夫） 12番。

〇12番（岡崎健吾） 川内、脇野沢、そして大畑、

各分庁舎は独自にその地域の事業者と協定を結ん

でいるのかどうか。結んでいるのであれば、本庁

と同じような内容で締結しなければならないと考

えますが、いかがでしょうか。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（ ） 、 、〇市長 宮下順一郎 まず その部分については

詳細につきましては担当からお答えいたしますけ

れども、今後に向けてこの取り組み方というふう

なのは、備蓄倉庫を準備をいたしました。その部

分において、非常食は4,500食、水も4,500本とさ

まざまな形で、まず初動の部分においては、自ら

が蓄えているものを出していこうというふうな体

制をとるべく今準備を進めております。予算も通

させていただきますと、そういうふうな対応にな

ってくるものです。現在のその協定の締結の様子

につきましては、担当からお答えいたします。

〇議長（冨岡幸夫） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 分庁舎が独自に締結

しているかというようなことでございますけれど

も、分庁舎のほうでは結んではおりません。

〇議長（冨岡幸夫） 総務政策部防災調整監。

〇総務政策部防災調整監（岩崎金蔵） ただいまの

答弁に補足いたします。

市のほうで今現在26協定を結んでおりますけれ

ども、これは市内全域をカバーする協定でござい

まして、したがいまして各分庁舎では協定締結の

必要がないということでこういうふうになってお

ります。

〇議長（冨岡幸夫） 12番。

〇12番（岡崎健吾） それでは、ＮＩＥについてち

ょっと再質問させていただきます。

先ほど教育長の答弁の中に市内の学校でもいろ

いろ実践し、子供たちの学習意欲も非常に高まっ

ているということでありました。ことし３月に県

のＮＩＥ推進協議会が2011年度の新規実践校を募

集いたしましたが、むつ市内の学校でこれに応募

した学校があったのかどうか。それから、またＮ

ＩＥの全国大会がことし７月に青森市で開催され

ますが、むつ市の児童・生徒のためにもぜひ教職

員が多く参加されるよう配慮していただきたいと

思いますが、これについてお伺いします。
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〇議長（冨岡幸夫） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 岡崎議員の再質問にお答え

いたします。

市内の小・中学校におきましては、県のＮＩＥ

推進協議会による2011年度新規ＮＩＥ実践指定校

に応募した学校はございませんでした。それで、

応募するかしないかということにつきましては、

各学校の経営方針に基づき、それぞれの実情に応

じて校長が判断すべき事項であるというふうに考

えております。教育委員会といたしましては、こ

のたびの募集に際して、各学校の校長が判断し、

決定したことについて尊重したいというふうに考

えております。

次に、ことし７月の全国大会への教員の参加に

対する教育委員会としての配慮についてお答えい

たします。教員には日々成長、発達を続ける児童

・生徒とともに、自らもさまざまな機会を通じて

継続的に学ぶという姿勢が求められております。

このため、教員の研修は法的に明記され、かつ義

務づけられております。そこで、教育委員会とい

たしましても、教員の資質向上を図るためさまざ

まな研修の機会を提供していくことに努めており

ます。

このたびは、全国規模の研究大会が青森市を会

場として開催されるということで、市内の教員に

とっても大変よい機会をいただいたというふうに

思っておりますが、大会の参加の有無につきまし

ては、それぞれの学校事情や個々の教員の研修ニ

ーズとの関連、さらには研修旅費等の制約もある

ことから、各学校の判断に任せることが適切であ

ると考えているところでございます。

しかしながら、教育委員会といたしましては、

このたびの大会の趣旨や日程、内容などについて

市内各学校に周知を図るということや、大会開催

期間中の当教育委員会主催事業を極力控えて、参

加しやすいという環境を整えるということなど、

できる範囲内での配慮を十分に尽くしてまいりた

いというふうに考えておりますので、ご理解を賜

りたいと存じます。

以上でございます。

〇議長（冨岡幸夫） 12番。

〇12番（岡崎健吾） 全国大会の参加には、ぜひ今

教育長言われたできる範囲の中で参加されるよう

お願いしたいと思います。

では、続いてＱ―Ｕテストについて再質問させ

ていただきます。先ほどの教育長のお話では、む

つ市でもテストを実施してから４年目を迎えて、

一定の効果が上がっていると、そして保護者にも

好意的に受けとめられているとのことであります

が、しかしその一方で、ふだんから子供と接して

いればクラスの状況がわかる、また数値化したデ

ータをうのみするのは危険ではないかという意見

もありますが、教育長はこの意見に対してどのよ

うにお考えでしょうか。

〇議長（冨岡幸夫） 教育長。

〇教育長（遠島 進） Ｑ―Ｕテストにつきまして

は、議員ご指摘のように、検査結果をすべて信頼

して、その結果に依存するというのはまことに危

険であろうというふうに思います。やはり分析結

果のデータを教師の日常観察であるとか、声がけ

などで得られた情報、それと照らし合わせて、そ

して個別の教育相談を通して対応していくといっ

たようなことが必要であろうというふうに考えて

おります。検査の客観的資料と教師の子供を見る

目、見守る目が大切になってくるものと認識して

おります。

、 、そこで 毎年児童生徒理解講座を開催しまして

学級集団の状態を的確に把握するためＱ―Ｕを用

いた集団理解並びに対応の仕方について具体的な

方法にかかわる講義、演習を行っています。この

ように、知識と理論を踏まえ、学校現場では日常

の観察を基本とし、教師の洞察力や感性を研ぎ澄
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ませて子供のしぐさや顔色、表情の変化から心の

動きを敏感に感じ取れるよう努めておるところで

ございます。そのうえでＱ―Ｕを活用し、学級経

営や人間関係づくりに成果を上げているというこ

とでございます。

生徒指導検査Ｑ―Ｕは、不登校やいじめで悩ん

でいたり学級の中で孤立している児童・生徒を早

期に発見して支援することができる、また学級の

人間関係を的確に把握し、学級経営に役立てるこ

とができる、そして児童・生徒一人一人が持って

いる潜在的なよさや長所を伸ばすことができるな

ど、大変有効な検査であるというふうに認識して

おります。そのことが全国の多くの小・中学校で

活用されている主な理由でもあります。

教育委員会といたしましても、見えにくくなっ

た子供たちの内面を把握すること、そして意図的

な学級集団の育成のためにＱ―Ｕの活用は必要だ

というふうに考えております。

先ほどの答弁とも重複いたしますけれども、学

校現場の先生方の共通認識の形成、共通理解と連

携の体制づくりのためにも効果的であるというふ

うに考えて推進しているところでございます。

以上でございます。

〇議長（冨岡幸夫） 12番。

〇12番（岡崎健吾） 先ほど教育長が言われたとお

り、全教員で子供たちを見守り支援するという、

そういう共通認識で実践していただきたいと思い

ます。

コミュニティスクールについては、要望で終わ

。 、りたいと思います コミュニティスクールの趣旨

先ほどから教育長の答弁でもありましたが、地域

の子供は地域みんなで育てていこうということ

で、市長が言われています「こどもは地域のたか

」 。らもの と同じ考えではないかと理解しています

今後さらに開かれた学校づくりのためにもコミュ

ニティスクールの趣旨や設置についても十分検討

していただきたいと思います。

防災教育についての再質問をさせていただきま

す。防災教育を充実するためには、何よりも教職

員の防災教育に関する指導力を向上することが必

要ではないかと思います。例えば初任者研修、そ

れから経験者研修などの内容に防災教育を含めて

いただいたり、防災教育機関の主催する研修会に

、 、先生方が積極的に参加して その参加した先生が

その成果を校内の研修で取り上げるというような

教員の研修計画を行う必要があると思いますが、

これについて教育長のお考えをお聞きします。

〇議長（冨岡幸夫） 教育長。

〇教育長（遠島 進） ただいまの教員の研修のあ

り方についての再質問にお答えいたします。

議員ご指摘のとおり、防災教育充実のためには

教職員の防災教育に関する指導力の向上が不可欠

でございます。県の教育委員会では、学校安全に

向けた実践的な安全教育及び安全管理等を充実す

ることができるよう学校の教職員の資質向上を目

的に毎年学校安全教室指導者研修会を実施してお

ります。市内各校からもこれに参加をしてござい

ます。研修会に参加した教員から研修内容につい

て伝達を受ける場を設けるなど、全職員の共通理

解のもと、指導力の向上に努めているところでご

ざいます。

また、各校におきましても、学校安全計画に基

づき、災害発生時における職員の役割分担、児童

・生徒の防災に関する知識を深めるための指導の

あり方、それから家庭や地域社会との適切な連携

のあり方などについて、教職員の防災教育に関す

る指導力や災害時の対応能力を高められるよう日

々研修を行っているところでございます。

今回の東日本大震災を教訓として、子供たちの

命、安全を守る観点から防災教育の重要性が一層

認識されるものと考えております。教育委員会と

いたしましても、各校が計画的、組織的に防災教
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育を進めていけるよう指導していきたいと考えて

おりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

以上でございます。

〇議長（冨岡幸夫） 12番。

〇12番（岡崎健吾） 最後になりますが、むつ市の

小中一貫教育が４月７日に川内小学校、川内中学

校でスタートしました。県内の市では、初めての

小・中併設型の校舎が立派に完成し、地域住民、

保護者は大きな喜びとともに、今後の小中一貫教

育に大きな期待を寄せているところであります。

市長の学校教育への深いご理解と、そして関係各

位のご協力のたまものであり、改めてお礼を申し

上げて私の一般質問を終わります。ありがとうご

ざいました。

〇議長（冨岡幸夫） これで、岡崎健吾議員の質問

を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（冨岡幸夫） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

なお、明６月18日及び19日は休日のため休会と

し、６月20日は鎌田ちよ子議員、工藤孝夫議員、

野呂泰喜議員、半田義秋議員の一般質問を行いま

す。

本日はこれで散会いたします。

午後 ３時０８分 散会
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